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住宅のリフォームを考える 

国土交通省住宅局住宅生産課

課長 高井憲司

いよいよ人口が減少する時代になろうとしています。これから，

日本の社会も高齢化と人口減少によって大きく変わっていくこと

となるでしょう。住宅行政についても，今までのようなフロー対

策にかえて，ストック対策が大きな柱となってきます。「いいも

のを作ってきちんと手入れをしながら永く大事に使う。」，その意

味でリフォームが重要な施策となります。また，地震時の減災対

策としても，全国に依然として1150万戸残っている耐震性能に問

題のある住宅の耐震改修が重要となります。先日の中央防災会議

でも今後10年間で，これを450万戸まで減らすとの「建築物の耐

震化緊急対策方針」が決定されたところです。

そんなときに悪質リフォーム問題が大きな社会問題となりまし

た。日本のリフォームはまだ未成熟で，市場としてもまた技術的

にもこれからの分野です。そこへ，悪質リフォーム問題がおきた

わけです。この問題は，元々詐欺をもくろむ犯罪者への対応，認

知症の高齢者の保護や支援の問題，訪問販売とクーリングオフの

問題，専門知識を持たない消費者のための相談窓口や情報の提供

などなど，沢山の要素を含んでいます。国土交通省でも，学識経

験者や弁護士等をメンバーとして新たに設置した「悪質リフォー

ム対策検討委員会」で検討を進め，9月6日に結果をまとめていた

だいたところです。今後この委員会の結果をふまえ，建設業法に

基づく事業者への指導・監督の徹底（9月30日に指導・監督のガ

イドラインを各県に発出済），住宅リフォームに関する情報提供

の強化等の対策に取り組み，他省庁との連携も取りながら，消費

者が安心して住宅のリフォームを行えるよう全力を挙げて取り組

んで参りたいと思います。



品質マネジメントシステム認証は，システム認

証であることを強調する余り，そのシステムのア

ウトプットとしての製品やサービスの質に関して

何ら関与するものではないと受け取られている場

合がある。確かに，品質マネジメントシステム認

証は，製品認証と異なり直接製品やサービスの品

質を保証するものではない。しかし，アウトプッ

トを考慮しないマネジメントシステムは存在しな

い。以下では，品質マネジメントシステム(QMS）

認証活動と製品・サービスの質をQMSの側面か

らと監査の側面から考えてみたい。

1．QMSという市場戦略

組織は，ビジネスの発展のために中長期の計画

を立て，また年度目標を設定します。この時組織

は，顧客情報を集め，同業他社情報を含む市場分

析を行い，同時に，組織自身の得意分野や固有技

術を特定し，それらを最大限活用しようとするで

しょう。この市場戦略は各部門に伝達され，各部

門は各々の担当分野で，組織の市場戦略を達成す

るために，適切な実行計画を立てて推進していき

ます。

経験豊富な組織では，これらの一連の作業が確

実に実施され，個々の実行計画の連携が図られ，

かつ全体活動として効果的なバランスと市場の変

化に対応できるフィードバック体制を含めた組織

内体制が確立されます。豊富な経験と人的資源を

持つ組織であれば，この社内体制は組織の市場戦

略達成のために必要十分条件を満たすものとなる

でしょう。できあがった組織管理体制が必要充分

であるかをさらに検証することもあります。その

方法のひとつとして，国際マネジメントシステム

規格であるISO 9001が活用されます。検証する対

象は市場戦略のための業務の仕組み，すなわち

QMSです。製品やサービスの質に関する市場戦

略のための業務体制が，国際的に共通認識されて

いるマネジメントシステムが持つべき要素とそれ

ら要素間の相互関係を基準として，適切に維持さ

れ運用されているかを検証することになります。

ここで，ISO 9001は検証のツールであって，決し

て達成目標ではありません。（図1）

一方，組織の顧客が，将来においても同じ品質

あるいはさらに向上した品質の製品やサービス

を，当該の組織から受けられるであろうと考える

ためには，組織は何らかの提示を行わねばなりま

せん。これは，特に新規に獲得しようとする顧客
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に対しては重要な課題です。実績のある「ブラン

ド名」も有力な武器となるでしょうが，製品やサ

ービスの提供をどのような仕組みで行い，不良品

が発生した場合や苦情がある場合は，どのような

手順で取り扱われるのかを示すことは，この課題

に対応する一般的な方法であると言えます。これ

がISO 9001認証取得の目的の一つであり，この提

示された業務の仕組みや手順が，国際的なマネジ

メントシステム規格と照合して，適切に確立され

実施されているものであることを顧客に代わって

検証し，公表するのがQMS審査登録機関の重要

な業務目的です。

電気回路のシステムが正常に機能しているか否

かは，個々のパーツが指定されたとおりに使用さ

れているか否かだけを調べるのではなく，その電

気回路の指標となるアウトプットの特性を調べ，

電気回路へのフィードバックを行っていることは

よく知られた手法です。QMSのアウトプットは，

製品でありサービスです。電気回路と同じように，

それが適切に機能しているか否かを判断するため

には，QMSが，ISO 9001の個々の要求事項を満

たしているかのみを審査するのではなく，製品や

サービスの質が初期の目的を達成しているか否か

を情報として得ておくことは不可欠です。QMS

の良し悪しは，その結果としての製品やサービス

の質傾向や変化を把握し，QMSの個別の機能や

それぞれの機能の連携が効果的であるかを調べて

初めて判断できます。

2．内部監査

市場戦略に基づいて構築されたQMSを支える

重要な要素として，内部監査の話題を提供したい

と思います。

JABは，毎年専門家に集まって頂いて特定のテ

ーマを議論するシンポジウムや，そのシンポジウ

ムでの討議結果に基づいた公開討論会を開催して

います。平成15年度及び平成16年度は，続けて内

部監査をそのテーマとして取り上げました。 こ

の背景には，ISO 9001の認証取得が拡大する一方

で，構築されたQMSの維持が必ずしも適切に行

われていないのではないかという問題意識があっ

たことに依ります。

図2と図3は平成16年度に内部監査に関して認

証取得組織に行ったアンケート結果の一部です。
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図2 内部監査の目的



これらの図から，組織での内部監査の目的は，

- QMSのレベルアップを図るため

- ISO 9001に適合しているかを見るため

- 組織活動のパフォーマンスを向上させるため

が上位を占めています。一方，目的達成の度合い

をみると，「ISO 9001への規格に適合しているか

を見るため」は，ほぼ達成していると評価してい

るものの，その他の目的ではまだ不十分を認識さ

れているという結果になっています。

産業界の方々と様々な会合でお会いしたとき

に，「内部監査のやり方に困っています。どのよ

うなやり方がいいのでしょうか。」と言う質問を

よく受けます。内部監査実行の課題は，組織毎に

状況が異なるでしょうが，内部監査実行部隊ある

いは内部監査実施を指示し管理する立場の方々

が，“QMS=ISO 9001”という考えに縛られてい

ること，このことが内部監査を難しくしている根

源ではないかと考えています。この考えに縛られ

ていると，内部監査が審査登録機関の行う審査の

ミニ版となったり，第三者審査の予行演習に陥り

やすいのではないでしょうか。

ここでもう一度ISO 9001の内部監査の記載事項

を見てみましょう。（図4）

内部監査を行う目的として，8.2.2項　a）では

3つの事柄を記述しています。それらは，

・個別製品の実現の計画に適合しているか

・この規格の要求事項に適合しているか

・組織が決めた品質マネジメントシステム要求事

項に適合しているか

です。また，8.2.2項　b）ではQMSが「効果的

に実施され，維持されているか」を調べることと
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左から

図3 内部監査　目的達成の度合い

図4 ISO9001 8.2.2項　内部監査（一部）



しています。

続いて内部監査の実行にあたっては，「監査の

対象となるプロセス及び領域の状態と重要性，並

びにこれまでの監査結果を考慮して，監査プログ

ラムを策定すること」と述べています。

以上の記述で述べていることは，少々乱暴な言

い方かも知れませんが，内部監査とは，「組織が

市場戦略として構築したQMSが，その意図通り

に機能しているかを組織自身で検証すること」と

要約できると考えています。

社長が年初に年度方針を出された。この年度方

針は，組織のアウトプットである製品やサービス

の質に関するものである。その年度方針達成のた

めに，各部門はそれぞれの責任と権限の範囲で行

動計画を作成し活動を開始している。各部の行動

計画を統一的な活動とするために組織全体として

の業務推進のための仕組みであるQMSを構築し

た。そこで，「今年の内部監査では，社長方針を

各部がどのように展開し，実行しているかを，

ISO 9001 8.2.2項のa，b，cの観点から，これこ

れの時期に調べよう」という活動がISO 9001が要

求している内部監査であると考えています。ある

いは，最近の顧客からのクレーム内容を勘案し，

今回の内部監査は「クレーム原因究明と対応手順

およびその実行」に焦点を当てて監査を行うと言

うこともあり得ると考えます。

ここで重要なことは，内部監査が明確な審査目

的を設定して実行されること，また，内部監査の

結果は組織のトップマネジメントに報告するに値

する監査であるべきだということです。組織の市

場戦略，年度方針あるいは重要課題が適切に処置

され実行されているのか，されていないとすれば

どこに問題があるのか等が抽出される内部監査で

なければならないと考えます。また，内部監査は，

ISO 9001の各条項の適不適を羅列することではあ

りません。問題が発見された場合は，内部監査グ

ループと当該の部署とが共同で対応策を検討する

ことも，内部監査が単なるあら探しと受け取られ

ず，組織の活動として定着させるために必要な対

応だと考えています。

3．第三者認証審査

第三者認証機関の審査は，組織の内部監査の役

割を充分に認識し，組織がより効果的なQMSの

改善が行え，その結果として当該組織が顧客に安

定した製品やサービスの質を提供できることをう

らづけることができる審査の計画と実行が求めら

れています。

内部監査の審査であれば，計画通りに内部監査

が実行されていた，その内部監査結果がマネジメ

ントレビューに報告されていたという事で，適合

とするのではなく，内部監査の目的は適切であっ

たか，内部監査で検出された不具合の指摘内容並

びにその処置は，受審組織の市場戦略実行の観点

から判断して適切であったかを審査しなければな

らない。仮に不十分な活動であれば，内部監査の

活動そのものに対して不適合を出すべきと考えて

います。このような活動の繰り返しが，第三者認

証制度の価値を高め，受審組織のQMS向上を促

し，結果として利害関係者を含めた第三者に信頼

を与えるISO 9001認証制度となるのではないでし

ょうか。

今年の9月に開催されたIAF（国際認定機関フ

ォーラム）総会で，審査登録機関の代表として

IAFの理事を務めていたIIOC（ Independent Inter-

national Organisation for Certification）のSandy

Sutherland氏が，「第三者認証制度は購買者の期

待に答えているか？」というプレゼンテーション

を行いました。その中で彼は，ISO 9001の第1項

「適用範囲」からISO 9001第三者認証制度は，認

証を与えた組織が次の3点を満たすものであるこ

とに保証を与えるのであると言うことを再確認し
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ていました。

すなわち

a）組織が顧客要求事項及び適用される規制要

求事項を満たした製品を一貫して提供する

能力が有ること，

b）QMSを効果的に適用できること，

c）QMSの効果的な運用を継続的に改善できる

こと

しかしながら，現実は，種々の問題を解決しな

ければならないと述べ，審査時間の問題，受審組

織の気持ちを考えるあまりに，不適合を観察事項

等のレベルの低い指摘に変える傾向の問題，審査

対象組織の業界に関する知識不足の問題，審査の

ためのサンプリング技術の問題，を認証機関の課

題としてあげていました。

審査時間に関しては，次のような悪循環を断ち

切る必要があるという問題提起です。すなわち審

査登録機関は充分な審査工数を審査チームに与え

ず，従って審査チームは適切な審査を行う時間が

不足し表面的な審査に留まり，その結果組織の

QMSの問題点が摘出できず，よって組織に対し

て改善のための指摘ができない。組織はそのよう

な審査に価値を見いだせず，さらなる審査工数削

減圧力が審査登録機関にかかる。

これらの問題ひとつひとつには，それぞれの状

況があって，早急に回答を出すことは難しいかも

しれません。しかし，電気回路と同じくQMSが

効果的に機能しているか否かを判断する指標とし

て，受審組織の製品やサービスの質の変化を第一

に把握し，その質が，組織が期待しているレベル

に達していない場合には，組織のQMSのどの機

能，あるいはどの機能とどの機能の連携がうまく

働いていないかを，ISO 9001審査の専門家として

の審査員が見極めていく努力が，最終的には上記

の問題解決の基盤を作ると考えています。勿論組

織の固有技術力の不足による目標未達もあるでし

ょうが，この場合でもISO 9001で組織のQMSの

不備を指摘することは可能です。

4．最後に

QMSは，製品やサービスの質の維持・向上を

目的とした業務遂行の仕組みです。目的を持たな

い仕事がない事と同じように，目的を意識しない

QMS審査も存在しません。製品やサービスの質

が維持されていない，向上していない，あるいは

組織の方針が具現化していない状態のQMSには，

必ずISO 9001要求事項を満たしていない箇所があ

る。そこを見つけ出すこと，これは並大抵の仕事

ではありません。だからこそ専門家としての審査

員が存在し，その審査員が最良の環境で審査でき

る教育・訓練と監査プログラムを与える第三者認

証機関が存在する。私自身も第三者適合性評価制

度に従事する者の一人として，制度の目的をしっ

かりと見据え，関係者の協力を得ながら制度の信

頼性の一層の向上に努力していきたいと考えてい

ます。
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1．はじめに

現在の木造建築物の構造性能評価は，静的加力

実験に基づく耐力壁の性能評価が一般的であり，

地震時のような動的な評価がなされていないた

め，静的と動的での破壊性状の比較など地震時に

想定された性能が発揮されるか検証されていな

い。建物の動的な耐震性能を明らかにするには，

実際の建物に実際と同様の地震動を与える振動台

実験が最も有効な手段であり，阪神大震災以降，

数多くの実大建物の振動台実験が行われている。

しかしながら，これまでに実施されてきた振動台

実験は建物の規模や，入力した地震波などが異な

るため，これらを相対的に評価することは容易で

はない。当センターでは平成15年12月より振動台

実験手法の標準化を目的とした「木質構造建築物

の振動試験研究会」を組織した。研究会では，平

成16年度までに5棟の実大建物の振動台実験を終

了した。本報では，標準試験体の試験結果につい

て述べる。

2．研究目的

本研究では，木造軸組構法住宅の標準的な実大

モデルについて，三次元振動実験を行い，これら

のデータをもとに今後の標準的な振動実験手法を

提案することを目的としている。

3．試験体

試験体は，現行基準法等を考慮しつつ，最も一

般的に採用されていると考えられる工法・仕様を

採用した。試験体の全景を写真1及び写真2に，

壁配置を図1に示す。試験体は，平面形状を

7.28m ×7.28mの正方形とし，階高を1F 2.95m，

2F 2.83mとする総2階建ての木造軸組構法住宅と

した。構造計算資料と比較可能な実験データを収集

するため，試験体には内装及び外装の仕上げを施

さず，構造要素のみの構成とした。以下に詳細を

述べる。

（1）柱と横架材の接合部

①隅柱の柱脚仕口：4隅の1階柱脚部には20kN用

ホールダウン金物を用い，基礎相当の鋼製架台と

緊結した。管柱とした，1階い　①柱頂部及び4隅

の2階柱頂部に10kN用ホールダウン金物を用い

た。架台と土台はM12アンカーボルトで留め付けた。

②一般部の管柱の柱頭・柱脚仕口：耐力壁に接す

る管柱にはかど金物，山形プレート又は5kN用の

コーナープレートを用いた。耐力壁の取り付かな

い管柱はかすがい2本打ちとした。

③梁端仕口：通し柱との取り合いはほぞ差し，梁

とのT字取り合いは大入れあり掛けとし，これら

の部位には羽子板ボルトを用いた。

（2）主要軸組材

隅柱には同一等級構成構造用集成材（E105-

F345）を，管柱及び梁には対称異等級構成構造
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三次元振動台を用いた
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用集成材（E95-315）を使用した。

（3）鉛直構面の構造

外壁の面材耐力壁及び準耐力壁には，板厚

7.5mmの構造用合板（N50@150mm）を使用した。

内壁の耐力壁には45×90mmの片筋かいを配置

し，筋かい端部にはボックスタイプの筋かい金物

（Z同等金物2倍用）を使用した。また，内壁には

板厚12.5mmのせっこうボード（GNF40@150mm）

を準耐力壁仕様（川の字）で留め付けた。

（4）水平構面の構造

2階床構面は根太落とし込み（45×105mm，

@455mm）に板厚12mmの構造用合板をくぎ打ち

（N50@150mm）した。屋根構面は在来構法仕様

の切り妻屋根（5寸勾配，瓦葺き:ねじ留め）とし，

木製火打ち金物を併用した。

（5）存在壁量及び偏心率

1階では基準法の存在壁量を満足することを目

標に，かつ品確法では等級2の壁量の1/1.25を満

足することを目標に設計した。また，2階は1階の

1.5倍の壁量とした。偏心率については0.15を目安

に設計した。実際のそれらをまとめて表1に，耐

力壁の壁量比較を表2に示す。プランの制約で偏

心率が目安より大きめなものがある。

（6）建物重量
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写真1 試験体全景（北西面）

図1 壁の配置

写真2 試験体全景（南西面）



建物重量は1階X方向耐力壁の合計許容せん断

耐力（18.66m×1.96kN/m=36.57kN）とCo=0.2で

地震力を算出した際の1層層せん断力が概ね同等

になるように設定した。なお，試験時の建物重量

は176kNであった。重量の内訳は，屋根部分82.9kN，

2階床部分37.7kNの合計120.6kNであった。屋根

面での重量調整が困難であったため，55.4kNを2

階床上に鋼板（1枚あたり：400×800×9mm，

22.5kg）を均等配置した。調整後の建物重量と地

震力の算定を表3に示す。

（7）材料特性

材料試験結果から算出した柱，梁及び構造用合

板の材料特性を表4に示す。材料試験に用いた試

験片は振動試験体から採取したものである。

4．実験方法

試験体は振動台に固定した鋼製架台（H-300×

300×10×15mm）上に組み立て，測定装置（加

速度計，変位計及びひずみゲージ）及び倒壊防止

用ワイヤを設置した後，以下に示す振動試験を行

った。なお，試験に使用した振動台の仕様を表5

に示す。

（1）加振方法

振動特性を確認する試験では，固有周期及び減

衰定数の算出を目的として，ステップ波加振（自

由振動試験）及びランダム波加振（ホワイトノイ

ズ波）を行った。また，中地震動程度を想定した

加振として，BCJ波レベル1の1／3縮小波（1方向

加振）をX･Y方向のそれぞれに入力した。さらに，
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表1 壁量及び扁心率

表2 耐力壁・準耐力壁の壁量比較

表3 建物重量と地震力

表4 材料特性

表5 三次元大型振動台の仕様



大地震動を想定した加振として，3方向加振によ

る神戸海洋気象台波100%（以下，JMA神戸波と

いう。）を入力した。入力したBCJ波レベル1の入

力波形及びフーリエスペクトルを図2に示す。

（2）測定方法

応答加速度は図3に示す位置のトータル28点に

ついて加速度計（2G～10G）を用いて測定した。

層間変位は1・2階のX･Y方向のそれぞれ各3構面

（1階Y方向の2構面には長変位測定用のワイヤー

式変位形2点を追加，合計14点）について図4に示

すように，変位計を土台又は2階床上におよそ

45°方向になるように調整して固定した後，上階

の梁に取り付けた測定端子とピアノ線を用いて結

線し，45°方向の変位を計測しこれを層間変位に

換算した。この他，振動台と架台及び架台と土台

の水平ずれ（8点），柱脚と架台の相対上下方向変

位，接合部の相対変位（24点），ホールダウン金

物の引き抜き力（9点），軸組材のひずみ，曲げひ

ずみ（58点）及び面材のせん断ひずみ（24点）に

ついて，変位計（接触型）及びひずみゲージ（箔

ゲージ及びペーパーゲージ）を使用して行った。

なお，振動データのサンプリング周波数は100Hz

とした。

5．実験結果

5.1 試験体の振動特性

試験体の振動特性は，原則として各階中央の応

答加速度から求めた。ステップ波及びランダム波

加振により得られた試験体初期の周期はX方向で

0.28sec，Y方向で0.31secとなった。この値は，

BCJ波レベル1の1/3縮小波加振後にはそれぞれ

0.29sec，0.32secとどちらも0.01sec長くなった。

減衰定数はステップ加振から得られた自由振動波

形を用い，隣り合う振幅の比の自然対数から算出

した結果，X・Y両方向とも4％の値であり，この

値は，BCJ波レベル1の1／3縮小波加振後にもほ

とんど変化しなかった。試験終了時の各データの

収集は行っていない。

5.2 地震波加振の結果

（1）損傷状況：本試験体は，BCJ波レベル1の1/3
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図2 BCJ波レベル1入力波形及びフーリエスペクトル

図3 加速度測定位置

図4 層間変位の測定法（⑨通り）



縮小波での加振（最大入力加速度:X方向81Gal，Y

方向69Gal）では損傷が認められなかった。従っ

て，ここではJMA神戸波加振による損傷について

述べる。損傷の大きな特徴は以下の通りである。

①入力地震に対して，試験体の耐力不足，ねじれ

振動などにより，1階の⑨通り（西面：写真3）及

びい通り（南面：写真4）に致命的な損傷が生じ，

試験体は倒壊に至った。（倒壊防止用のワイヤー

が効いたため完全な倒壊には至っていない。）

②2階部分はほぼ健全な状態を保っていた。

③ねじれ振動の大きかった構面の1階柱頭の梁下

で通し柱が曲げ破壊（写真5）した。

④窓開口部において，窓台・まぐさからの水平力

により管柱が曲げ破壊し，柱頭に割れが生じ，

鉛直力の保持が不能になった。

⑤構造用合板のはがれは，パンチングシアー，

くぎ抜けにより生じた。

⑥1階の内壁の筋かいは，設置した7箇所のうち3

箇所が座屈破壊（写真6）し，残りの4箇所では

筋かい金物からのはずれが生じており，1階の

全ての筋かいが機能を失った。

⑦曲げ破壊した，り　⑨（柱脚部に設置したホー

ルダウン金物のボルト締め付け部が大きく曲げ

変形した。

⑧1階の内壁に設置したせっこうボードは，パン

チングシアー，くぎ周りの支圧破壊，著しいめ

り込み，折れなどによりほとんどの部位で保持

力を失い，はがれ・脱落が生じた。

（2）最大応答加速度

各階床中央位置の加速度応答倍率の高さ方向の
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写真4 南面損傷状況（い通り）

写真6 筋かいの座屈

写真3 西面損傷状況（⑨通り）

写真5 柱頭の曲げ破壊



分布を示した図5を見ると，各加速度応答倍率は

X･Y両方向とも高さに対してBCJ波レベル1の1／3

縮小波及びJMA神戸波ともに直線的に大きくなっ

ている。しかし，BCJ波レベル1の1／3縮小波で

はおよそ2～3倍の応答倍率を示したのに対して，

JMA神戸波の応答は小さく，X方向で1.2～1.5倍，

Y方向では1倍を少し越えるにとどまった。また，

応答加速度の平面分布を示す図6をみると，BCJ

波レベル1の1/3縮小波では中央と端部がほぼ同じ

大きさで応答しているのに対し，JMA神戸波では

端部の応答が中央より大きく，ねじれの挙動を示

しているのがわかる。特に2階位置では，い通り

と⑨通りの応答が著しく大きく，この部分に損傷

が集中していたことと良く一致する。

（3）層せん断力と層間変形の関係

図7は1階⑨通りの層せん断力-変形角曲線の各

ループを時間領域で分解して別々に図示したもの

である。層せん断力は各階の重量に各階中央で得

られた計測加速度を乗じて算出した値である。加

振の前半は正側1/40rad～負側1/20radの安定した

ループを描いている。この時の等価剛性は正側で

1.28kN/mm，負側では0.78kN/mmとなり，剛性

の低下が認められた。最大せん断力はこのループ

内で得られ，X方向で133.0kN，Y方向で105.8kN

であった。建物の重量176.0kNから1層の応答層せ

ん断力係数はそれぞれおよそ0.8，0.6となった。

4.94sec以降5.05secまで一端はせん断力が上昇し

たが，その後は最大耐力の80～70%の範囲で上
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図５　最大加速度応答倍率の立面分布

図６　最大応答加速度の平面分布

図７ １階の層せん断力－変形角曲線の変化



昇･下降のふらついた履歴を示し

た。試験体はこの間何度かワイヤ

ーにより倒壊を免れていたが，実

質倒壊したと考えられる。その後，

5.35sec時に1／5rad（変形量は

501mm）を経験した後，耐力が大

きく低下しながらループは一端0

まで戻り，その後のループで剛性

はほぼ0となり，残留441mmまで

変形は進んだ。

図8は1階の層間変位を平面的に

示したものであり，図9は1階の層

間変位，2階床中央及び振動台の

加速度の時刻歴応答である。加振

開始から4.94secまでのループで

は，り　①柱を中心に，い通りが

X方向（EW）に，⑨通りがY方向
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図８　　１階の層間変位による２階床面の変形分布

図９　１階の層間変位、２階床中央及び振動台加速度の時刻歴応答波形



（NS）に振られており，わずかながらねじれ挙動

を示しているのがわかる。4.94sec時に建物はX方

向の正側に大きく振られ，5.11sec時に⑨通りがY

方向正側に大きくねじれるように変形し，建物は

大きく損傷した。なお，試験終了時には，い通り，

⑨通りともに400mm以上（1／6rad）の残留変形

を残した。

（4）ホールダウン金物の引き抜き力

ホールダウン金物に生じた引き抜き力が最大と

なる時の各測定値の分布を図10に示す。倒壊ル

ープに入る以前（4.94sec以前）に最も大きな引

き抜き力が生じたのは，4.65sec時の1階い　⑨柱

脚部に生じた39.3kNである。この値は，使用した

20kN用ホールダウン金物の許容耐力のおよそ2倍

の値である。また，倒壊ループ間では5.28sec時

に1階り　⑨柱脚部で44.7kNの引き抜き力が生じ

た。これらから，地震倒壊時に，ホールダウン金

物には許容耐力の2倍以上の引き抜き力が加わる

ことが考えられる。

6．まとめ

標準的な仕様で，壁量が建築基準法や品確法の

等級1を満たした建物であっても，腰壁･垂れ壁・

内壁をほとんど施さず，0.2程度の偏心を有する

建物では，兵庫県南部地震のような大地震時に倒

壊する危険を有していることがわかった。今後の

課題として，耐力壁面材の厚さの違いによる影響，

腰壁･垂れ壁・内壁等の効果など，より現実的な

建物の耐震安全性の検証が挙げられる。
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図10 ホールダウン金物の引き抜き力



ここ数年，コンクリート塊の剥離事故が頻発し，

これを契機にコンクリートの耐久性を確保するこ

とを目的として，コンクリートの単位水量の管理

について急激に関心が高まってきた。

関係学協会の動向をみると，（社）日本建築学

会では，2003年11月に「コンクリートの試験方法

に関するシンポジウム」を開催し，そのシンポジ

ウムの中で，フレッシュコンクリートの単位水量

を推定する11種類の測定方法について，共通試験

結果（中間）が報告されている。また，（社）日

本コンクリート工学協会では，2004年6月に「単

位水量の迅速測定の現状と展望」と題して，「フ

レッシュコンクリートの単位水量迅速測定および

管理システム調査研究委員会」の報告会を開催し，

単位水量管理の問題点，試験装置の標準評価方法，

品質管理・検査の検討等の提案を行っている。

一方，行政サイドでは，平成15年11月に国土交

通省大臣官房官庁営繕部から「レディーミクスト

コンクリートの品質確保」及び「同・運用について」

と題した通知が公表され，この通知の内容は，表

1に示すように，延床面積1500m2程度以上の工事

で150m3に1回以上単位水量の測定を実施し，測

定装置の精度や試験熟練度を基にした管理目標値

を設計値（計画調合書）の±15kg/m3以内と定め

ている。また，測定単位水量が設計値の±20kg/m3

の範囲内の場合は，試験頻度を運搬車3台に1回の

割合に増やし，更に，これを超える場合にはコン

クリートの打込みを停止するなどの対策も規定さ

れている。また，平成16年3月には，上記の管理

方法を管理フローや管理図に示すなど，前述の通

知を詳細にした「レディーミクストコンクリート

単位水量測定要領（案）」［以下，要領（案）とい

う。］が同省から公表されている。この要領（案）

の参考資料には，単位水量の推定精度が10kg/m3

以下で測定が可能と考えられる10種類（2003年度

7月現在）の測定方法が掲載されている（表2参照）。

当センター工事材料部では，前述した社会情勢

を考慮して，要領（案）の参考資料に掲載された

10種類の測定方法の中から「高周波加熱乾燥法

（電子レンジ法）」，「静電容量法（生コン水分計

HI-300）」，「エアメータ法（土木研究所法単位水

量迅速推定システムCF13）」，「エアメータ法（生

コン単位水量計W-Checker）」の4種類の測定方法

を取り上げ，試験手順等の標準化を行い，主に，

「コンクリート採取試験技能者（当センターのホー

ムページ参照）」を対象として，平成16年度及び平
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フレッシュコンクリートの単位水量迅速測定方法
その１　高周波加熱乾燥法（電子レンジ法）

西脇 清晴＊

試験のみどころ・おさえどころ

1．はじめに

＊（財）建材試験センター中央試験所　工事材料部　管理室　技術主任

表1 単位水量の管理目標値と設計値（設計単位水量）

の関係および管理運用方法



成17年度にフレッシュコンクリートの単位水量迅

速測定方法に関する講習会を開催した。

ここでは，上記の4種類の測定方法について，

測定方法の概要と測定上の注意点について順次紹

介していく。

コンクリートの単位水量（以下，単位水量とい

う。）とは，骨材が吸水する水量（表面乾燥飽水

状態）を除いた，コンクリート1m3中の水量（練
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2．コンクリートの単位水量とは

表2 「単位水量測定要領（案）参考資料：各種測定方法の概要（2003.7現在）」から抜粋



混ぜ水）を指し，通常kg/m3で表される。

単位水量は，フレッシュコンクリートの性状の

ほか，硬化コンクリートの乾燥収縮，中性化など

耐久性に影響を及ぼす最も大きな要因である。ま

た，同一スランプを得るために必要な単位水量は，

コンクリートに使用する各種材料の品質，特に，

細骨材の粒形や粒度分布によって大きく変動する

特徴を有している。更に，実際に供給されるコン

クリートの場合は，荷卸し時において所定のスラ

ンプを確保するために，骨材の表面水率の変動を

補正する方法が採用されているため，使用材料の

品質のほかに，骨材の表面水率の誤差や変動，コ

ンクリートの運搬時間，コンクリート製造時の温

度や空気量などにより，試し練りで目標とする単

位水量と実際に供給されるコンクリートの単位水

量が異なる場合が多い。

従って，単位水量の変動幅などを把握するため

にも，フレッシュコンクリートからの単位水量測

定（試験）が必要となる。

一般に単位水量はスランプと密接な関係がある

ため，スランプ試験によって単位水量の管理を行

っていた。スランプの最大値を制限すれば必然的

に単位水量が抑えられ，スランプとコンクリート

の品質にも一定の対応関係があった。しかし，最

近では砕石・砕砂が多用されることや，流動化剤

や高性能AE減水剤によってスランプを自由に変

化させることが可能となっており,一定関係を適

用することが困難になっている。

また，コンクリートの受入れ検査の段階で単位

水量を判定するために，その測定には迅速性と簡

易性が求められる。従って，試験装置が複雑で操

作が難しい試験や，測定に時間がかかる試験方法

は受入れ検査としては適用できない。一般的なフ

レッシュコンクリートの単位水量迅速測定方法を

種類及び測定原理ごとにまとめたものを表3に示

す。

今回は，数ある測定方法の中でも原理が比較的

簡単な「高周波加熱乾燥法（電子レンジ法）」の

手順について紹介する。

この測定方法は，ZKT法（全国生コンクリート

工業組合連合会試験方法）を始め，ゼネコンも各

社採用している測定方法であるが，試料の量，加

熱時間・容量，各種補正の有無・値などは統一さ

れているわけではない。ここでは，（社）日本建
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表3 フレッシュコンクリートの単位水量迅速測定方法（種類・測定原理別）

3．単位水量測定方法

4．高周波加熱乾燥法（電子レンジ法）
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築学会「高性能AE減水剤コンクリートの調合・

製造および施工指針・同解説」（以下，「高性能

AE減水剤コンクリート施工指針」という。）の

「付3．フレッシュコンクリートの単位水量推定試

験方法　3.2 高周波加熱乾燥法」に準じた方法を

説明する。

4.1 測定原理

測定原理の概要（イメージ）を図1に示す。

サンプリングしたコンクリートから粗骨材（砂

利）を取り除き，セメント，水及び細骨材（砂）

だけのモルタルを試料とする。このモルタルを電

子レンジによって乾燥させ水を蒸発させる。乾燥

前のモルタルの質量と乾燥後のモルタル（セメン

ト及び細骨材）の質量の差から水の質量を求め，

比率計算からコンクリート1m3当たりの水量を算

出する（式1）。なお，比率計算する際のコンクリ

ート1m3当たりのモルタル質量は，配合報告書の値

を使用する。

・・・式1

ここに，

W ：推定単位水量（補正前）（kg/m3）

W1：モルタル試料の乾燥前質量（g）

W2：モルタル試料の乾燥後質量（g）

（W1-W2）：蒸発水分量

C0 ：配合上の単位セメント量（kg/m3）

W0：配合上の単位水量（kg/m3）

S0 ：配合上の単位細骨材量（kg/m3）

（C0＋W0＋S0）：1m3中のモルタル質量

上記の式1には，補正すべき水量がある。一般

的な補正を以下に示す。

・細骨材の吸水量：蒸発水量に含まれるが，単位

水量からは除く。

・混和剤の固形分量：蒸発水量には含まれない

が，単位水量として加える。

・過大粒及び過小粒：これによって単位細骨材量

を補正する。

・セメントの結合水量：練り上がりから測定終了

までの結合水量。蒸発水量には含まれないが，

単位水量として加える。（既往の実験結果などに

よる推定計算になる。）

また，上記の他に未蒸発水量，ウエットスクリ

ーニング（5mmふるいにより粗骨材を取り除く

こと）の不完全さなどの試験誤差による補正も必

要である。

式2は，高性能AE減水剤コンクリート施工指針

で提案されている「細骨材の吸水量」，「セメント

の結合水量」及び「試験誤差」を考慮した補正式

である。

・・・式2

ここに，

W ：推定単位水量（kg/m3）

Wa：容器の質量（g）

Wb：採取した試料と容器との合計の質量（g）

Wc：乾燥後の試料と容器との合計の質量（g）

W0：配合表より求めた単位水量（kg/m3）

C0 ：配合表より求めた単位セメント量

（kg/m3）

S0 ：配合表より求めた単位細骨材量（表乾）

（kg/m3）

X ：セメント質量に対する結合水量の比率

（X＝1.4）

注意：上式中のXはセメント種類により，

以下とする。
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図1 測定原理の概要（イメージ）



普通ポルトランドセメント：1.4

高炉セメントB種：1.1

フライアッシュセメント：1.65

α ：試験法による係数（α＝0.02）

p ：細骨材の吸水率（％）

4.2 測定器具

測定に使用する器具を表4及び写真1に示す。

4.3 測定手順

以下の手順で測定を行う。なお，開始から終了

までに要する時間は15分～20分程度とする。

①コンクリート試料の採取

ミキサー車からの排出地点で，JIS A 1115（フ

レッシュコンクリートの試料採取方法）に従い，

一輪車半分程度（約20褄）のコンクリートを採取

する。また，一輪車の中でよく練り返し，均一に

した後，試料を採取する。（写真2）

②ウェットスクリーニング（モルタル試料の採取）

採取したコンクリートを5mmふるいに移し，

粗骨材を取り除くためにウェットスクリーニング

を行う。1回のウェットスクリーニングはモルタ

ルがふるいを通過しなくなる（ふるいには粗骨材

のみが残る）まで行い，モルタルが必要量（モル

タル試料を400gとする場合800g～1200g程度）以

上となるまでウェットスクリーニングを繰り返

す。なお，ウェットスクリーニングによる個人誤

差を小さくするため振動機付きふるいを使用し，
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表4 測定に使用する器具

写真1 測定に使用する器具の一例

（写真左から：電子レンジ1500W，5mmふるい，電子天秤）



時間を決めておくとよい。（写真3）

③「容器（Wa）」，「容器＋試料（Wb）」の質量測定

容器の質量（Wa）を測定する。（容器は，続け

て，上記②のモルタル試料のうち400g程度（390

～410gで可）を容器に移すとともに質量（Wb：

「容器＋試料」の質量）を測定する。なお，質量

の測定は0.1g単位とする。

④電子レンジによる加熱乾燥

③の「容器＋試料（Wb）」を電子レンジで7分

間加熱乾燥させる。レンジの出力が「強・弱」と

いった形で切り替わる場合は，「強」を選択する。

原則として，1400W以上の高周波出力で加熱乾燥

する。

⑤乾燥後の「容器＋試料（Wc）」の質量測定

④で加熱乾燥させた「（Wc）：容器＋試料」の

質量を測定する（Wc1）。その後，④の加熱乾燥

状態の適否（乾燥時間が十分であったかどうか）

を確認するために，再度電子レンジで1分間加熱

乾燥させ質量（Wc2）を測定する。このとき，

Wc1に対する質量減少が 0.1g以下であれば，恒量

に達したと判断して終了する。仮に質量減少が

0.1gを超えた場合は乾燥が不十分と判断し，さら

に1分間加熱乾燥ならびに質量測定を行う（Wc3）。

このWc3が，Wc2に対して 0.1g以下の質量減少で

あった場合は，これをWcとする。そうでない場

合は，さらに1分間の加熱乾燥を行い質量を測定

する。このようにして，質量減少が 0.1g以下とな

るまで加熱乾燥→質量測定を繰り返し，Wcを求

める。（写真4）

4.4 計算

単位水量の推定計算式は式2による。予めパソ

コンの計算ソフトにデータシートなどの表を作成

し計算式を入力しておくとよい。データシートの

一例を図2に示す。
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写真3 ウエットスクリーニング

（写真上は手ぶるい，下は振動機付きふるい）

写真2 試料採取



4.5 測定結果報告

測定結果の報告には，次の事項を記載する。

（1）施工者名，工事名称

（2）打設箇所，打設時刻，打設量

（3）コンクリートの配合

製造工場名（プラント），呼び方（コンクリー

トの種類，呼び強度，スランプ，粗骨材の最大寸

法，セメントの種類），計画空気量，各単位量，

セメントの密度，細骨材の表乾密度，細骨材吸水

率，使用した混和剤及び使用量

（4）測定方法，使用機器

測定方法名，単位水量の推定式，電子レンジの

出力・容量，はかりの感度・ひょう量，使用した

ふるい（5mm），ウェットスクリーニング方法

（振動機使用or手動，要した時間）

（5）測定結果

容器の質量（Wa），乾燥前の「容器＋試料」の

質量（Wb），乾燥後の「容器＋試料」の質量（Wc），

乾燥時間，セメント質量に対する結合水量の比率

（X），係数α，推定された単位水量（W）

（6）測定日，測定者

（7）その他必要と想われる事項

測定時刻，車両番号，天候，気温，コンクリー

ト温度，実測の空気量試験結果，単位容積質量試

験結果，推定された水セメント比など
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図2 データシート（例）

写真4 モルタル試料の加熱乾燥

（写真上は乾燥前の試料，中は電子レンジにて試料を

乾燥中，下は乾燥後の試料）



今回紹介した高周波加熱乾燥法の最大の特徴

は，特殊な装置を使用することなく簡易な方法

（質量の差）で実際の水分量が把握できるという

ことにあるが，測定誤差について留意する点も

多々ある。

この測定方法の留意点を以下に述べる。

①ウェットスクリーニングについて

ウェットスクリーニングにより完全に粗骨材と

モルタルを分離させることが理想であるが，時間

を要することになる。ウェットスクリーニング前

のコンクリート試料及びウェットスクリーニング

後のモルタル試料は，時間の経過とともに水分の

蒸発やセメントと水分の結合も進行していくこと

になり測定誤差が大きくなる。

ウェットスクリーニング方法には手動と自動

（振動機付きふるいを使用）があるが，手動では

完全に粗骨材を取り除くことは技術的及び体力的

に難しい。また自動では，粗骨材をきれいに取り

除くために振動時間を長くすることは可能だが，

ふるいから落ちたモルタル試料の分離に注意しな

ければならない。

配合報告書のセメント量及び水量等からコンク

リートの粘性の差などによるウェットスクリーニ

ング方法による誤差などを事前に検討することが

必要である。

②モルタル試料の量

ここではモルタル試料の量を400g程度としてい

る。仮にモルタル試料400gのうちの60gが水分量

として測定された場合，配合報告書の単位水量が

180kgとすると，3000倍の換算をすることになる。

モルタル試料400gでは，水分量0.1gの誤差は推定

単位水量0.3kgの誤差となり，水分量1gの誤差は

推定単位水量3kgの誤差となる。モルタル試料

200gとすると6000倍の換算をするため誤差の値は

倍となる。よって，モルタル試料が少ないほど推

定単位水量の誤差が大きくなることになる。しか

し，試料の量を増やすとウェットスクリーニング

及び加熱乾燥時間を要することになり，①などの

問題点と一緒となる。

③乾燥時間

初期加熱乾燥の時間は，ここでは7分間にして

いるが，使用する電子レンジの出力，モルタル試

料の量に応じて変わるので，①及び②も踏まえて

実験により適切な時間を設定する。この時間が測

定作業全体の所要時間を左右することとなる。

また，時間経過により空気中の水分を吸収する

などにより加熱乾燥終了（恒量測定）を誤り，試

験誤差となる恐れがある。

上記以外にも誤差要因はあるが，単位水量推定

式（式2）の試験誤差に関する係数αとして，単

位水量が明確なコンクリートにより，試験練りを

実施して，①，②及び③も考慮した妥当性を確認

しておく（係数αを求めておく）ことが望ましい。

次号では，現場における単位水量迅速測定方法

の中でも代表的存在の単位容積質量法（エアメー

タ法）について紹介する予定である。

【参考文献及び資料】

国土交通省：「レディーミクストコンクリート単位水量測
定要領（案）」平成16年3月

（社）日本建築学会：「高性能AE減水剤コンクリートの調
合・製造および施工指針・同解説」

（財）建材試験センター：「単位水量及び塩化物量の測定
実務講習会テキスト」 P3～P13  一般知識（（独）建設研究
所：棚野　博之）P15～P23  測定知識1「高周波加熱乾燥
法」（前田建設工業（株）：中込　昭）
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5．おわりに



本誌「建材試験情報」2005年5月号に早稲田大

学名誉教授の木村建一先生が「かんきょう随想

（3）ガラス張り建築と回転実験室」という表題で

昭和41年に譁大林組技術研究所に出来た「回転式

空調実験室」の紹介をして下さった。当時すでに

動的熱負荷計算もコンピュターで行われようとし

ていた時代であった。しかし当時はコンピュータ

ーの使用者が直接コンピューターに触れることは

出来ず，カードにパンチをし，これをオペレータ

ーに渡して計算していただくという手順を踏んで

いた。計算結果が出てくるのは翌日が普通で，パ

ンチに際し，コンマとピリオドを間違えただけで

計算結果は出てこなかった。従って実際の実験の

方が経済的にも有利な場合も多かった。しかしコ

ンピューターの発達は早く，何れはシミュレーシ

ョンで置き換わられるであろうと考えられてい

た。それにしても実測とコンピュターによるシミ

ュレーション結果がうまく合致するであろうかと

いう事も問題視されていた。各方位に向けて空調

の熱負荷を実測できる｢回転式空調実験室｣はまさ

にそういう時代の産物であった。筆者はその研究

結果の一部をドイツ技術者協会（VDI）が発行す

るHLH誌に投稿したことがあった。それと同じ

時期にドイツのフラウンホーファー研究所のヘル

ムット・キュンツエル博士が大変似た実験装置を

使用して行った実験結果をOldenbourg Verlagが

発行するGesundheitsingenieur誌に発表され，文

通が始まった。別に相談をしたわけでもないのに

偶然にも構想，実験装置の内容が非常に似ていた。

ヘルムット・キュンツェル博士は実験を得意と

し，ホルツキルヘンの研究所に多くの実験装置を

残し引退された。この方は後述する熱と湿気が同

時移動する場合の非定常解析ができる計算プログ

ラム“WUFI”を開発され，やはりフラウンホー

ファー研究所に勤務するハルトヴィク・キュンツ

エル博士の父上でもある。2004年8月に筆者がホ

ルツキルヘンの研究所を訪問する機会があった

が，ご子息のキュンツェル博士がすでに引退をし

ている父親を研究所に呼んでくださり，実は初め

てご挨拶することとなった。譁大林組の回転式空

調実験室は使用の頻度も少なくなり，すでに取り

壊されているが，ホルツキルヘンの回転実験室は

存在しており，父親のキュンツェル博士が丁寧に

説明をしてくださった。写真1に初対面のヘルム

ート・キュンツェル博士と筆者，写真2にホルツ

キルヘンに現在も存在する回転式空調実験室，写

真3にキュンツェル博士父子を示す。
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フラウンホーファー研究所と非定常熱湿気同時移動の
シミュレ－ションプログラム・WUFI（その2）

お茶の水女子大学生活科学部教授 田中辰明

写真1 ヘルムット・キュンツェル博士と筆者

WUFI



さて懐古に耽っていてばかりではいけない。こ

の研究所はフラウンホファー建築物理学研究所

（Fraunhofer Institut für Bauphysik）と呼ばれる。

Bauphysikとは直訳で建築物理学であるが，ドイ

ツでは定着した学問であり，建築学を教える大学

では必ず建築物理学の講義がある。定期刊行物と

して“Baupysik”（建築物理学）という雑誌が出

版されているほどである。日本の建築環境工学に

近いが，建築材料学も含まれる。フラウンホファ

ー研究所全体が実際に役立つことを研究する事に

専念し，学問のための学問と言った事を避けてき

た。建築物理研究所も同様で，実用化を常に頭に

おいている。フラウンホーファー建築物理学研究

所はStuttgart（Nobelstraβe 12, D70504 Stuttgart,

Germany）とHolzkirchen（Fraunhoferstraβe 10, D

83626 Valley,Germany）に研究所を設けている。

大きく分けると音響部門（建築，室内）（Stuttgart），

室内音響学部門（Stuttgart）新建築材料，建築部

位研究部門（Stuttgart），熱工学部門（Stuttgart，

HolzkirchenならびにKassel）熱湿気研究部門

（Holzkirchen）室内気候，気候の作用研究部門

（Holzkirchen）建築化学，建築生物，建築衛生研

究部門（Holzkirchen）に大別できる。Holzkir-

chenはミュンヘンの郊外で，海抜700mのところ

にある。夏暑く，冬は寒いことから，ここで行わ

れた耐候性試験に合格した建築材料はドイツのど

この土地でも利用が可能であるとされている。研

究所の周辺は極めて牧歌調で，牛が放牧され野草

を貪っている（写真4）。耐候性試験はすでに50年

以上続けられており，ドイツのゴシックの教会を

想定し，条件の悪い場所に丸い穴を開け，いろい

ろ調合の条件を変えたコンクリートや，建築に使
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写真2 Holzkirchenに現存する回転式空調実験室 写真4 Holzkirchenの研究所の近辺はのどかな牧草
地で牛が放牧されている

写真3 WUFI開発者のハルトヴィックロキュンツェル博士
（左）と父親ヘルムットロキュンツェル博士（右）

写真5 コンクリートや石材の耐候性試験が長期にわ
たり続けられている



用する石材について試験が行われている（写真5）。

ここでは降水量，日射量，外気の温湿度の測定も

行われ実に根気を必要とする研究が続けられてい

る。コンクリートに各種の仕上げ材を施し，建物

の汚れに関する研究も行われている（写真6）。写

真7に藻類によって汚染された試験体を示す。こ

の藻類は建築生物研究室で分離培養され同定が行

われる（写真8）。同研究室ではカビの研究も行わ

れ，各種建物で採取されたカビを培養し同定が行

われるのと同時に菌株の培養と管理が行われてい

る（写真9）。真菌菌種の養生槽を写真10に示す。

この部門と同じ研究室には建築化学部門があ

り，そこでは各種建築材料の揮発性有機化合物

（VOC）や準揮発性有機化合物（SVOC）の放散

速度に関する実験研究が行われている。実験チャ

ンバーを写真11に示す。
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写真6 耐候性試験が行われている試験体（降水量，
日射量，気温，湿度も同時に計測されている）

写真9 建築物より採取された各種真菌の分離培養

写真7 藻類により建材の汚水を観察，評価 写真10 真菌類の培養槽

写真8 建築物より採取された各種藻類の分離培養 写真11 揮発性有機化合物計測のチャンバー



□私がオール電化のソーラーハウスを所沢市に建

てたのは1972年で，その頃は火力の弱いニクロム

線の電気コンロしかなかった。仕方なくアメリカ

からGEのシーズヒーター製品を輸入して使った

ところ，大容量なので電気代はかかるし，故障も

多かった。何故そうしたかというと，留学生活の

経験から電気の高い安全性とクリーン性，それに

太陽熱利用をどうしても実現したいという強い思

いがあったからであった。経済性も勿論考えたが，

それは可能という範囲と判断し，実際それは家計

に影響を及ぼすほどではなかった。経済性よりも

安全性と環境問題を重視したことで，それはあと

で考えても間違っていなかったと思う。

建設数年後の木村ソーラハウスを写真1を示す。

太陽熱利用の前に断熱が重要であることから外壁

には100mmのロックウール，天井には200mmの

グラスウールを施した。熱容量も必要なので半地

下を造り，1階の床までRC造とし，その上に木造

の2階を載せる形とした。断面図にシステム系統

図を入れて描いた水彩画をスケッチ1に示す。

□半地下の外壁は外断熱としたので，夏冬とも室

温はその日の平均外気温に近く，特に夏の半地下

室は涼しい。半地下の南側の高窓からは，温室を

通して日光が射し込み，また東側の上階の窓から

は吹き抜けを通して朝日が差す。半地下といって

も思ったより明るく気持ちがいい。

半地下を作ったのはもうひとつ理由があった。

145m2という5角形の敷地に延床面積145m2の住宅

で，北側斜線をクリアーするには半地下の上に木

造2階とするしかなかった。断面図にあるように，

北側の部屋の上は小さな屋上とし，ここに外から

見えないように物干しのスペースと子供の遊び場

を確保した。屋上からは富士山が見えた。

□当時既製の平板集熱器がなく，銅板に銅のパイ

プを溶接して集熱板を作り，三六の木枠に嵌め込

んで，裏側に断熱材を入れて集熱戸とした。その

16枚を外付けアルミサッシの内側にとりつけて，

平板集熱器の形を作った。この集熱戸は引き違い

戸として，ゴムホースで上下をヘッダーに繋ぎ，

必要に応じて開閉できるようにした。昼間は集熱

戸を少し開けただけで1階と2階は暖まるので，パ

ッシブ暖房となる。夜間にはこの集熱戸を閉める

と断熱壁となる。
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オール電化のソーラー
ハウス

かんきょう

第６回

国際人間環境研究所代表

早稲田大学名誉教授

木村建一

連　 載

随 想

写真1 木村ソーラーハウス外観



スケッチのシステムの系統図に示すように，玄

関の下部の1立米のタンクの水を循環ポンプで集

熱器に送ると，真冬でもタンクの水温は40度以上

に上がった。この温水を1.5kWのヒートポンプで

加温して1階の床に埋め込んだ銅管に通すと，1階

と半地下室の放射暖房ができる。こうするとコン

クリートの床版に蓄熱されるので，ヒートポンプ

は夜間に運転することにした。

通常間欠暖房というと夜中に運転しないが，こ

こでは夜間だけ運転するので，これを逆間欠暖房

と称している。こうしてヒートポンプでタンクに

貯まった太陽熱を夜中に汲み上げると，翌朝タン

クの水温は4℃ぐらいまで下がる。翌朝にはその

低温の水を集熱器に回すので，集熱効率は非常に

高くなる。

□当初太陽熱利用は暖房用のみであった。最初の

冬はまだ集熱器ができていなかったので，蓄熱槽

を補助熱源の電気ヒーターで暖めて，そのぬるま

湯からヒートポンプで熱を汲み出して，床暖房に

使った。そのお陰で暖房負荷を測ることができた。

最初の冬の3月から上記の集熱器ができたので，

その補助熱源のヒーター

の電力使用量は激減し

た。したがって，太陽熱

暖房に要する電力はヒー

トポンプと循環ポンプと

補助ヒーターとの電力使

用量だけとなり，最初の

冬の電力使用量の3分の1

程度になった。つまり，

最初の冬の補助ヒーター

の電力使用量が次の冬の

集熱量にあたるというこ

とがわかった。いわゆる

太陽依存率は2/3という

ことになる。

□1973年の夏，国際太陽エネルギー学会の世界大

会がパリのユネスコ本部の会議場で開かれた。

「人類に奉仕する太陽」というモットーが掲げら

れたこの会議には世界中から多くの有名な科学者

が参集した。私はここに自宅のソーラーハウスを

4枚のパネルにして持って行った。当時はポスタ

ーセッションという言葉もなかったが，休憩時間

などの合間に適当に私の展示パネルを見に来てく

れる人がいた。写真2はそのときのもの。エクセ

ルギー理論の大家押田勇雄先生にもそこで始めて

お目にかかった。

帰国後，この会議の様子が新聞に取り上げられ

たが，安い石油がいくらでも手に入る時に，太陽

エネルギーの利用などに本気で取り組む人は，奇

人，変人の類だと噂されるなどということも記事

になっていた。

ところが，その年の秋，突然湾岸戦争となり，

オイルショックが起こって，にわかにエネルギー

危機と騒がれた。そんなところから，ソーラーハ

ウスが一般の関心の対象となった。私の家もそん

なわけで，マスコミの餌食となり，連日いろんな
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スケッチ1 断面図とシステム系統図のスケッチ



取材が入って家族は閉口した。テレビには1チャ

ンネルから12チャンネルまで全部出演したし，週

刊誌や主婦向けの月刊誌にもたびたび登場した。

勝手に自宅に訪れる人もあって，家人からはもう

止めてくれといわれ，断るのにも大変だった。と

ころがそれも峠を過ぎると徐々に平静となり，政

府の補助金も打ち止めになってからは，アクティ

ブソーラーシステムは衰退していった。

□給湯については，当初暖房用蓄熱槽に隣接させ

て0.7m3の蓄熱槽を設け，市水を暖房用蓄熱槽の

なかの蛇管に通して太陽熱で予熱してから，その

槽に導き，槽内に挿入した電気ヒーターで加熱し

て給湯していた。その後，強制循環用の平板集熱

器が市販され，科学応用冷暖研究所の高間三郎さ

んのお世話で，屋根の上に約10m2の平板集熱器

を60度の傾斜角で取り付けた。写真1の屋上に見

えるのがそれ。これに深夜電力用の温水器を組み

合わせて厨房，洗面，浴槽に給湯するシステムと

した。その電気温水器には深夜電力を使わず，昼

間の通常の電気を使った。その理由は，深夜電力

は安いが基本料金を別に払わなければならないこ

とと，タンクの湯を深夜電力で高温にしてしまう

と，翌日晴天でも太陽熱を集めることができない

からだった。

その後，以前の集熱器を取り外して，平板集熱

器と蓄熱槽が組み合わさった矢崎製のユニットに

取り替えた。これは太陽電池で循環させるタイプ。

これを屋根の上に置き，通常は浴槽に落とし込む

形だが，太陽の湯を深夜電力温水器の市水の入り

口に直結して，セントラル給湯にした。また，電

気料金改定のあと，オール電化住宅に有利な「電

化上手」という契約に変えて，深夜電力温水器の

ための基本料金は一般電力と一括することができ

るようになった。

□床暖房については，太陽熱からのを止め，性能

の高い空気熱源ヒートポンプで湯を作り出すシス

テムと新式の床暖房パネルに取り替えた。これも

原則的には深夜運転の逆間欠暖房としている。

屋根には2.25kWの太陽電池を取り付けた。2年

以上経つが，これは故障がなく，昼間の冷房や冷

蔵庫のための電力の一部を賄うので，系統にはあ

まり返していない結果になっている。その分高い

昼間の電気を使わなくて済む。

ソーラーハウスにしてもオール電化にしても，

1972年の当時の常識ではとても考えられなかった

ものではないかと思う。では何故私がそんな常識

外れなことをしたかというと，それはそれまでに

得た体験からくる直感と信念ではないかと思う。

それが正しい道であったかどうかは後世の人達の

判断に委ねたい。

〔文献〕

1）木村　建一：太陽熱の家，新建築，1974年2月号，

287-290

2）木村　建一：ソーラーハウスKSHの運転実績につ

いて，日本建築学会大会学術講演梗概集(北陸)，

1974年10月，429-430

3）木村　建一：全電化ソーラーハウスの年間エネル

ギー消費量調査，日本建築学会大会学術講演梗概

集(東海)，1976年10月，419-420
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写真2 国際太陽エネルギー会議で木村ソーラーハウ

スを説明する著者（1973年）
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当報告は，経済産業省より委託を受け，当セン

ター内に「コンクリート用溶融スラグ骨材の耐久

性評価の標準化調査委員会」（委員長：辻　幸和

群馬大学教授）を設置して，平成15年から16年の

2ヵ年に行った調査研究の成果の概要をまとめた

ものである。

1．はじめに

溶融スラグとは，溶融固化物ともいわれ，都市

ごみなどの一般廃棄物，下水汚泥あるいはそれら

の焼却残さ等を高温で溶融し，冷却して生成され

る固化物である。

平成9年1月に厚生省（現「厚生労働省」）は「ご

み処理に係るダイオキシン類発生防止等のガイドラ

イン」を策定した，さらに同年5月には「ごみ処理

の広域化計画について」が示された。この計画では，

平成10年度までに，ごみ処理の広域化計画を都道府

県レベルで策定する旨が通知され，自治体が互いに

連帯・協力し，廃棄物を広域的に適正処理すること

により，ダイオキシン類の排出削減，リサイクルの

推進を図ることが求められた。この通知を受けて，

自治体における焼却炉の改善，新規導入が加速され

ると同時に，焼却後の残査である焼却灰，飛灰の埋

め立て処理量を減量化するため溶融固化等の高度処

理があげられ，重金属類の固定化と有害物質の無害

化に効果が期待されている。

このような施策の動向と相まって溶融スラグの

生産は，近年急速に増加している。また，溶融ス

ラグのより積極的な利用・活用技術の検討・調査

を進める自治体等の成果を踏まえて路盤材料，コ

ンクリート用骨材，コンクリート製品用資材とし

ての活用実績も着実に増えつつある。しかしなが

ら，安全性と安定した品質を確保しつつ，より広

く工業製品として活用するためには製品としての

標準化が必要不可欠な課題と考えられる。

平成12年､首都圏の七都県市首脳会議は「焼却

灰溶融固化物（溶融スラグ）の利用促進に関する

要望書」を国の関係省庁（環境省・厚生労働省・

経済産業省・国土交通省）に提出し，その利用普

及拡大を図るための標準化の推進を趣旨とする要

請を行った。

この様な溶融スラグを取り巻く動向を踏まえ，

平成14年7月には技術情報としてTR A 0016「一

般廃棄物，下水汚泥の溶融固化物を用いたコンク

リート用細骨材（コンクリート用溶融スラグ細骨

材）」が公表された。この報告は，TR作成時に明

らかとなった課題の解明，安心して使われる建築

資材としての品質・性能の把握を目的として実施

した調査成果の概要を述べるものである。

2．調査研究の課題

当センターが平成11～12年度通商産業省工業技

術院（現：経済産業省産業基盤標準化推進室）の

委託を受けて実施した「建設資材関連のリサイク

ルシステムに関する標準化調査」等おいて，製品

の原材料（一般廃棄物，下水汚泥）故の化学組成

「コンクリート用溶融スラグ骨材の
耐久性評価の標準化調査」報告

委員会事務局　天野　康



（溶出，含有成分）や，廃棄物発生量の地域性，

一ロットの生産量の少なさ，また骨材としての品

質上の問題のみならずコンクリートとしての性

能，特に長期耐久性等の性能を充分に把握するデ

ータが確保されていない状況が明らかとなった。

この調査研究では，このような経過を踏まえて以

下の課題を調査した。

2.1 溶融スラグの現状調査

2.1.1 溶融スラグの生産実態

国内の廃棄物焼却炉，溶融スラグ製造炉（溶融

炉）の設備の普及状況及び製造される溶融スラグ

骨材の成分ならびに品質等を調査する。

2.1.2 溶融スラグ骨材及び溶融スラグ骨材コン

クリートの性能試験からみた溶融スラグ骨材の現状

代表的な溶融炉型式による溶融スラグ骨材を選

出し，溶融スラグ骨材の品質試験並びにこれら溶

融スラグ骨材を使用したコンクリートを調合し，

溶融スラグ骨材混入フレッシュコンクリートの諸

性能の把握及び強度性能，乾燥収縮，凍結融解な

どの長期耐久性能試験を実施し，標準化の基礎資

料を入手する。

2.1.3 溶融スラグ骨材JISの作成

TR（コンクリート用溶融スラグ細骨材）を基

礎とし，スラグの生産状況，スラグ骨材の品質等

の実態調査成果に基づきJIS案を作成する。

3．研究成果の概要

3.1 溶融スラグの生産実態

一般廃棄物及び下水汚泥の溶融施設（155施設

平成15年当時）を対象とし，溶融スラグを生産す

る溶融型式と溶融施設数及び溶融スラグの生産量

等についてアンケート調査を実施し，130件の回

答を得た。

3.1.1 溶融炉の溶融形式と施設数

一般廃棄物及び下水汚泥の溶融形式は，28形式

が確認され，この内18形式について回答を得た。

・溶融形式は，原料を焼却しその焼却残さを溶融

する方式とガス化溶融炉のような直接溶融する方

式に区分される。

・一般廃棄物の溶融施設は，「ダイオキシン類対

策特別措置法」の施行猶予期限である平成14年に

稼働を開始した施設が多く，近年の傾向としてガ

ス化溶融炉の件数が増加している。

・溶融施設は全国に分布するが，人口の集中する

都府県に多く，大阪府には下水汚泥を対象とする

溶融施設が多い。

3.1.2 溶融スラグの生産量

生産量の推移は，平成10年当時11万トン強，平

成14年28万t余りに増加している。溶融スラグの

生産量は，溶融施設の稼働開始年に呼応して平成

14年の生産量の伸びが大きく，その傾向は一般廃

棄物由来の溶融スラグにおいて顕著である。

・溶融スラグの有効利用量は，平成10年5.5万t

（46％），平成14年13.1万t（47％）であり，溶融施

設の分布に整合している。

・溶融スラグの活用に際して資源としての取引価

格は，100円から300円未満/1tが最も多く，500円

を超える取引も確認された。

3.1.3 溶融スラグの品質管理

（1）化学成分

溶融スラグの化学成分は，定期的，不定期での

検査を含め55％の溶融施設で実施されており，重

金属の溶出試験では89％の施設で行われている

土壌汚染対策法に規定される重金属の含有量の

測定は，その多くが，有効利用，品質管理，環境

対策を目的として実施しているが実施割合は32％

の施設に留まっている。

（2）物理試験

溶融スラグ骨材の物理的性質の把握は，回答施

設の40数％に留まり，50％強では実施されていな

い状況にある。
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3.2 溶融スラグ骨材及び溶融スラグ骨材コン

クリートの性能試験からみた現状

（1）環境安全性

溶融スラグは，1,200℃～1,500℃の高温状態で

溶融固化されるので，被溶融物中のダイオキシン

類やPCB等の有機物はほぼ分解されるが重金属類

等を溶出することがあり，利用に際しては環境に

対する安全性を常に確認しなければならない。

環境安全性に対する不安を払拭するため，溶融

スラグの生産者としてその有効利用に積極的に取

り組んでいる自治体では，溶融スラグの有効利用

に関する指針やマニュアルなどに，「一般廃棄物

の溶融固化物の再生利用の実施の促進について」

に添付された「一般廃棄物の溶融固化物の再生利

用に関する指針」中の目標基準を満たすことを明

記している。

溶融スラグを骨材として用いたコンクリート製

品の長期間経過した後の安全性についても看過出

来ないとする意見もあり，この点に対する対応が

必要と考える。

（2）化学成分

溶融スラグの化学成分は溶融の由来物及び溶融

炉の形式等により相違するといわれるが，一般廃

棄物ではSiO2，CaO及びAl2O3を主成分とし，下

水汚泥に由来する溶融スラグの特徴としてFe2O3

及びP2O5を多く含む傾向を示す。

今回の調査では，CaO，S，SO3，金属鉄，塩

化物などの化学成分はTRA0016を満足する範囲で

あったが，一般的な傾向の通り下水汚泥由来の溶

融スラグでは全鉄量及びP2O5が多く，酸化ナトリ

ウム，酸化カリウムが非常に多くコンクリート中

のシリカ質骨材とのアルカリシリカ反応性への配

慮が必要となる場合がある。

なお，溶融スラグに含有する特定の化学成分が，

コンクリート中の水酸化カルシウム及び水との反

応によりガス（水素）を発生するものや，金属鉄

を多く含有する場合に赤錆を生じるものがあるの

で，注意しなければならない。

重金属類の分析では，六価クロム，総水銀及び

セレンは，いずれの試料も定量限界未満の微量で

あったが，カドミウム，鉛，砒素，フッ素，ホウ

素及び亜鉛は試料間で大きく異なっていた。

（3）アルカリシリカ反応性

今回の調査では，溶融スラグ骨材のアルカリシ

リカ反応性は，モルタルバー法による結果として

有害な膨張を生じたという報告はなく，ほぼ無害

と推察できる。しかし，迅速法では無害でないと

判定されるものもあった。化学成分でのアルカリ

金属の分析値も高いものもある，またコンクリー

トの長期材令において，アルカリシリカ反応性に

起因すると思われる現象が確認されたものがあ

り，溶融スラグ骨材のアルカリシリカ反応性につ

いては現時点で未解決な点もあることから，アル

カリシリカ反応抑制効果のある混合セメントなど

の使用を推奨している。

（4）物理的性質

今回の代表試料による物理的性質に関する特徴

を列挙すると，密度が大きく吸水率が小さい，粒

形判定実積率が小さいものがある，破砕値（BS）

が大きいなどである。

溶融スラグ骨材の製造上の問題として，角張り

や針状突起，形状及び内在するひび割れ等は，吸

水率や粒度分布などに影響を与えるだけでなく，

コンクリートの品質にも悪影響を及ぼすことがあ

るので注意しなければならない。

（5）品質の安定性

溶融スラグ骨材の性状および品質に関しては，

同一溶融施設における溶融スラグ骨材の化学成分

及び物理的性質の変動は，溶融炉の安定的な稼働

状態においては比較的小さいものと考えられてい

るが，溶融施設毎に溶融スラグ骨材の品質が大き

く異なるので，供給側に対して，粒度分布，針状
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突起を含む形状の調整等，品質責任の意識を持っ

て品質管理（試験）を行い，品質を確保すること，

試験成績表などによる定期的な情報開示が望まれ

ている。

（6）溶融スラグ骨材を用いたコンクリートの特性

コンクリートは，建設物の主要な構造体として

用いられている。このため，強度性状に対する関

心が強く，溶融スラグ骨材を使用することによる

性能面における重要な検討事項は次に示すとおり

である。

・スラグ骨材を用いることによる強度変化

・スラグ骨材から発生すると考えられる気体に

よる膨張

・長時間にわたる化学反応に基づく膨張（アル

カリシリカ反応）

溶融スラグ骨材を用いたコンクリートの硬化コ

ンクリートの性状は，溶融スラグ骨材の使用比率

により若干異なるが，普通骨材を用いたコンクリ

ートと比べ，圧縮強度，引っ張り強度，曲げ強度

において10から20％程度低下する傾向にある。コ

ンクリートの耐久性に関する性能項目では，凍結

融解作用に関する相対動弾性係数で90から75％で

あり，溶融スラグ骨材の置換率，水セメント比が

大きくなると小さくなる傾向にあった。また，促

進中性化では普通骨材と同程度であり，長さ変化

試験では溶融スラグの吸水率が小さいためか全般

に小さくなる傾向を示した。

これらのことから，溶融スラグ骨材を用いたコ

ンクリートに関する今後の課題として，溶融スラ

グ骨材と普通骨材との最適混合率の判断基準，長

期性状の把握及び改善などが考えられる。

4．JIS案「一般廃棄物，下水汚泥又は
それらの焼却灰を溶融固化したコンク
リート用溶融スラグ骨材」

JIS案の概要を述べる。

1．適用範囲 この規格は，一般廃棄物，下水汚

泥又はそれらの焼却灰を1,200℃以上の高温度で

溶融し，冷却固化して製造されたコンクリート用

溶融固化骨材について規定する。

溶融スラグ骨材を用いたコンクリートは，使用

実績が少ないこと，長期安定性に関するデータが

少ないこと等を考慮して限定された使用となる。

また，溶融スラグ骨材の使用は，普通骨材の一部

を溶融スラグ骨材に置き換えて使用する混合使用

を想定している。

従って，適用範囲は，設計基準強度が35N/mm2

以下のJIS A 5371に規定されるプレキャスト無筋

コンクリート製品及びJIS A 5372に規定されるプ

レキャスト鉄筋コンクリート製品，並びにこれら

と同等の各種コンクリート製品とし，一方レディ

ーミクストコンクリートでは呼び強度が33以下と

している。ただし，溶融スラグ骨材を用いたコン

クリートの強度や耐久性などの品質が確認できれ

ば，これ以上の強度への適用を可能としている。

なお，耐久性を確保するために，コンクリート

の水セメント比は55％以下である。

2．引用規格

TRにおいて重金属の分析方法については厚生

省通達や環境庁告示第46号を引用していたが，平

成16年度末にJIS K 0058-1「スラグ類の化学物質

試験方法－第1部：溶出量試験方法」，JIS K

0058-2「スラグ類の化学物質試験方法-第2部：含

有量試験方法」が制定されたことを受けて引用規

格とした。

3．種類，区分及び呼び方

3.1 種類　溶融スラグ骨材の種類

3.2 粒度による区分

3.3 アルカリシリカ反応性による区分　

3.4 呼び方　

溶融スラグ骨材は，細骨材（記号，MS）及び

粗骨材（記号，MG）の二種類とし，それぞれ他
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の骨材と同様に粒度及びアルカリシリカ反応性に

より区分される。

4．品質

4.1 一般事項 溶融スラグ骨材は，保管中及び

コンクリートとして使用した時に，その使用環境，

及び，またコンクリートの品質にそれぞれ悪影響

を及ぼす物質を有害量含んではならない。

4.2 有害物質の溶出 溶融スラグ骨材の溶融ス

ラグ細骨材からの有害物質の溶出量

なお，有害物質の含有量は，試験成績書により

報告するものとする。

溶融スラグ骨材からの有害物質の溶出量は，新

たに制定されたJIS K 0058-1により求め，規定値

を満足しなければならない。ただし，溶出量試験

の試料は，骨材として利用できる状態に粒度を調

整したものとし，2mm以下に粉砕する必要はない。

環境省が溶融スラグの溶出基準の対象物質として，

ふっ素とほう素の2項目を追加したので，溶出量

試験の分析項目にふっ素及びほう素を追加した。

調査研究報告書段階では，有害物質の含有量に

ついてはデータが十分でない現状を考慮して，特

に規定値を設けず，JIS K 0058-2測定値だけを試

験成績表で報告するようにした。

4．3 化学成分

溶融スラグ骨材中の化学成分の規定中の全硫黄

及び三酸化硫黄は，その含有量が多いと，セメン

ト中のアルミン酸三石灰と反応してエトリンガイ

トを生じコンクリートの硬化体が異常膨張を起こ

すことがあること，並びにコンクリート中の鋼材

を腐食させるおそれがあること等に配慮して，

JIS A 5011-1（高炉スラグ骨材）を参考にして規

定した。また，溶融スラグ骨材中の金属鉄は，そ

の含有量が多いと，溶融スラグ骨材の表面に赤錆

を発生することがあるので，錆による汚れ防止の

観点からJIS A 5011-2（フェロニッケルスラグ骨

材）を参考にして規定した。しかし，溶融スラグ

の鉄化合物にはリン鉄のような化合物が含まれる

場合があり，フェロニッケルスラグ骨材に適用す

る金属鉄定量方法で分析した場合，金属鉄の量が

高めに定量される傾向にある。このため，より精

度よく金属鉄を定量する方法として，メスバウア

ー分光分析法により金属鉄の定量方法を有効と認

め，附属書2「コンクリート用溶融スラグ骨材の

金属鉄分析方法」として規定した。下水汚泥由来

の溶融スラグ骨材において，金属鉄の量が多めに

定量される場合は，必要に応じて附属書2の方法

によればよい。

4．4 膨張率

溶融スラグ骨材中に含まれる金属アルミニウム

は，コンクリート中の水酸化カルシウム及び水と

次式のように反応し，水素ガスを発生する恐れが

ある。

2Al+Ca（OH）2+2H2O→CaO・Al2O3+3H2

従って，水素ガスの発生を防止するためには，

溶融スラグ骨材中の金属アルミニウム量の上限値

を規定すべきであるが，溶融スラグ骨材から発生

する水素ガスに関するデータが十分蓄積されてい

ないので，附属書1に規定する方法でモルタルの

膨張率を求め，モルタルの膨張率が2.0％以下で

あることを確認する。また，粗骨材の場合は，粗

骨材を細骨材と同程度の粒度に砕いたものを試料

として試験を行い，同様に確認する。

4.5 物理的性質　

溶融スラグ骨材は，一般には硬質であるが，製

造過程でポーラスになるものがあり，過度にポー

ラスになったものを排除するため，絶乾密度，吸

水率及び安定性を規定した。

溶融スラグ細骨材に含まれる微粉末は，天然骨

材に含まれる粘土，シルト等と異なり，ブリーデ

ィングを減少させる効果が期待されるので，可能

な限り利用するのが望ましく，砕石・砕砂と同様

の規定とした。
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粒形判定実積率は，溶融固化後の破砕が適切で

ないと，粒形が悪く，角張りのあるものや偏平な

ものとなり，フレッシュコンクリートのワーカビ

リティーなどに悪影響を及ぼすことがあるので規

定した。

4.6 アルカリシリカ反応性　

溶融スラグ骨材のアルカリシリカ反応性は，試

験を省略し区分“B"とみなし，JIS A 5308の附属

書2（規定）によるアルカリシリカ反応性に対す

る抑制対策を施すことを原則とした。ただし，

JIS A 1145，JIS A 1146又はJIS A 1804のいずれ

かにより試験を行い，アルカリシリカ反応性を

「無害」と判定した場合は，アルカリシリカ反応

性に対する抑制対策を施すことなく使用すること

も可能である。

4.7 粒度及び粗粒率　

溶融スラグ骨材を単独使用する場合には，各粒

度区分の粒度範囲を満足しなければならないが，

普通骨材との混合使用を推奨しており，質量によ

る溶融スラグの混合率は50％以下とするのが標準

的である。ここに規定する細骨材の細目の1.2mm

品と粗目の5～0.3mm品は，普通骨材等との混合

使用を想定したものである。

5．試験方法

溶出試験，含有量試験並びに化学分析及び塩化

物量試験などの重金属類あるいは化学成分の試験

方法を示している。溶出試験は，JIS K 0058-1に

よる。ただし，試料は利用する骨材としての有姿

とする。

含有量試験は，JIS K 0058-2による。化学分析

試験は，JIS A 5011-3の附属書1による。ただし，

金属鉄（Feとして）の分析は，JIS A 5011-2附属

書1 10.金属鉄分析方法による。この他骨材の物性

的な各性能試験方法を規定している

6．検査方法

7．表示

8．報告

附属書1（規定）コンクリート用溶融スラグ骨材

を用いたモルタルの膨張率試験方法

附属書2（規定）コンクリート用溶融スラグ骨材

の金属鉄分析方法

精度よく金属鉄を定量する方法として，メスバ

ウアー分光分析法により金属鉄の定量方法を規定

した。

5．今後の課題

JIS規格案を作成するに当たり，委員会で論議

となった事項を解決することに努めたが，課題と

して下記の事項が継続的に検討すべき事項とされ

た。これらは，今後廃棄物を溶融し骨材資源とし

て活用する上で共通の課題でもあるので，成果報

告書から転載させていただくこととした。

（1）産業廃棄物由来の溶融スラグの取扱い

都市ごみならびに下水汚泥に由来する溶融スラ

グ骨材であっても，その成分の相違，製造方法並

びに製造炉により溶融スラグの品質あるいは骨材

としての品質の確保が十分に把握されているとは

いえない状況にある。産業廃棄物由来の溶融スラ

グは，都市ごみ並びに下水汚泥に由来する溶融ス

ラグ骨材以上に，原材料の組成，製造方法におい

て千差万別な状況が推定される。そのため，限ら

れた時間の下では，調査対象として産業廃棄物由

来の溶融スラグを積極的に資料収集し，骨材試験

やコンクリート実験の対象とはしなかった。ただ，

産業廃棄物のうち自治体などで処理することが認

められた特定の産業廃棄物については，JIS規格

案の適用範囲に含めてもよいこととした。これは，

産業廃棄物の処理状況の実態調査を実施した結
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果，産業廃棄物と一般廃棄物を混合して溶融固化

物が製造されている一般廃棄物の処理施設が認め

られたことにより，その処理施設由来の溶融スラ

グ骨材の品質やそれを用いたコンクリートの品質

を検討した結果である。それらの施設は，一般廃

棄物の他に，種類，数量，形状等を規定して一部

の産業廃棄物を指定産業廃棄物の形で受け入れて

いる。そこで，一般廃棄物の処理施設で処理され

るものは原則として認めることとした。しかしな

がら，不法投棄された廃棄物，掘り起こした廃棄

物を処理したものが，適用範囲には含められない

のは，産業廃棄物の場合と同様である。

今後は資料を収集して，産業廃棄物を原料にし

た溶融スラグ骨材が本JIS規格案と同等の品質を

持つことが明らかになれば，本JISに加えるか又

は新しいJISを制定することなどの検討を試みる

ことが望まれる。

（2）溶融飛灰をスラグ原料とするか否か

TR A 0016においては，溶融飛灰を原料とした

ものは含まないとしている。JIS規格案を作成す

るに当たり，溶融スラグ骨材の安全性評価大きな

影響を及ぼす溶融飛灰の取扱いに関して審議し，

溶融飛灰を原料として用いる場合であっても，有

害物質を溶出基準以下に制御するシステムが機能

している場合は含めてもよいことの但し書きを追

記した。

溶融スラグの原材料，焼却灰溶融時の飛灰に起因

するといわれる重金属等の含有量，溶出量などにつ

いての使用上あるいは環境安全性に関する配慮か

ら，適切な基準値を試験方法と関連させてどのよう

に規定するかとの論議が，今後ともなされ，溶融ス

ラグの生産状況，品質管理データ並びに有害物質の

試験方法のJIS K 0058-1及びJIS K 0058-2などによる

有害物質の溶出量や含有量について，特に重金属の

溶出基準を満足する二次飛灰のインプット量のデー

タ，製造マニュアル，管理責任体制などといった製

造時に制御できるデータの蓄積を行い，有害物質の

溶出量や含有量を製造時に制御する機能に関する資

料の収集を実施して頂きたい。

（3）溶融スラグ骨材の品質保証とロットの大きさ

について

溶融スラグ骨材の平均的性状が同一と考えられ

るロットの大きさを合理的に決めるための詳細デ

ータの蓄積が，今後必要である。また，溶融スラ

グ骨材が安定した品質において供給されるため

に，電気炉酸化スラグなどで考慮された溶融化装

置のJISマーク表示許可工場として認定するなど

の可能性を今後検討する必要がある。

（4）有害物質の溶出量と含有量について

溶融スラグの有害物質の溶出量については，制

定されたJIS K 0058-1により試験した値は，これ

までの環境省告示46号の重金属溶出基準を満足す

ることを踏襲して，規定した。同じくJIS K

0058-2により試験した含有量についても規定す

る方向で審議したが，含有量を規定するに充分な

資料が得られないため，試験成績表により報告す

るに留めた。今後の資料の収集を待って，規定値

を含めて審議することが，課題として残された。

（5）化学分析，アルカリシリカ反応性，膨張率試

験の試験方法について

化学分析の試験方法は，TR A 00161において

のJIS A 5011-2から，より明瞭な方法のJIS A

5011-3の附属書1に規定する方法に変更したが，

金属鉄のみはJIS A 5011-2の附属書1の方法を採

用した。その場合でも，下水汚泥に由来する溶融

スラグは金属鉄以外の鉄もカウントされて，許容

値を越える試験値が生じる場合もある，このよう

な状況に対応するために附属書2（規定）を新た

に加えた。金属鉄の分析方法については，今後の

資料の収集が望まれる。

アルカリシリカ反応性の試験には，本JIS規格

案ではJIS A 1145の化学法も追加した。溶融スラ
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グ骨材のアルカリシリカ反応性を試験する化学

法，モルタルバー法及び迅速法による相互の試験

値の関連についても資料を収集して，最も適切な

方法を絞っていくことが望まれる。

金属アルミニウム量を試験する簡便な方法とし

て，附属書1（規定）を粗骨材にも適用すること

にした。粗骨材は砕いて，細骨材と同様にモルタ

ルを作製して求める方法を採用している。この方

法についての試験データが限られているが，規定

値は細骨材と同様に2.0％以下としている。今後

の資料の収集を待って，この規定値についても検

討することが望まれる。

（6）マニュアル類の整備について

溶融スラグ骨材が適切に使用されて，当初の規

格化の目的をより実現するためには，溶融スラグ

骨材の品質や使用上の留意点などを，また溶融ス

ラグ骨材をコンクリートに使用するに際しての材

料の選定や配（調）合，製造，施工などの特徴と

留意点などをそれぞれ記述したマニュアルが必要

である。

6．あとがき

当センターは，昨年度までの成果と課題を踏ま

えて，本年度（平成17年度）独立行政法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構の委託を受けて

「コンクリート用溶融スラグ骨材の耐久性評価の

標準化調査」（委員長：辻　幸和　群馬大学教授）

の継続研究を行っている。

コンクリート用溶融スラグ骨材の標準化に係る

ご意見・ご提案は委員会事務局までお寄せいただ

きたい。委員会事務局：TEL 03-3664-9212

当該調査研究の実施に当たっては，委託者，委

員としてご協力いただいた皆様，溶融スラグを生

産する自治体・地方公共団体，溶融スラグを資材

として活用するコンクリート製品メーカ，溶融炉

メーカ並びに社団法人日本産業機械工業会など，

多くの方々のご協力とご指導をいただきました。

この場を借りて，皆様にお礼を申しあげます。
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氏　名 所　　　　属

委員長 辻　幸和 群馬大学工学部

顧　問 依田彰彦 足利工業大学

委　員 川上勝弥 小山工業高等専門学校

〃 富田健介 経済産業省製造産業局

〃 田中基裕 国土交通省大臣官房

〃 川本俊明 国土交通省住宅局

〃 瀬川道信 環境省廃棄物・リサイクル対策部

〃 大磯義和 経済産業省産業技術環境局※1

〃 津金秀幸 経済産業省産業技術環境局※2

〃 河野広隆 独立行政法人土木研究所

〃 尾崎正明 独立行政法人土木研究所

〃 貴田晶子 独立行政法人国立環境研究所

〃 白子定治 東京都立産業技術研究所

〃 山下　博 社団法人日本コンクリート工学協会

〃 穐山貞治 財団法人日本規格協会

〃 熊原　進 財団法人建材試験センター

〃 沖本　出 社団法人日本土木工業協会（（株）熊谷組）

〃 佐藤孝一 社団法人建築業協会（（株）熊谷組）

〃 鈴木一雄 全国生コンクリート工業組合連合会

〃 羽山雅仁 中間法人全国コンクリート製品協会

〃 阿波俊一 東京二十三区清掃一部事務組合

〃 日浦博昭 千葉県環境生活部

〃 長田守弘 社団法人日本産業機械工業会（新日本製鐵（株））

〃 板谷真積 社団法人日本産業機械工業会（三井造船（株））

専門委員 鈴木康範 住友大阪セメント株式会社

〃 吉崎芳郎 株式会社八洋コンクリート

〃 真野孝次 財団法人建材試験センター

〃 鈴木澄江 財団法人建材試験センター

事務局 佐藤哲夫 財団法人建材試験センター

〃 天野　康 財団法人建材試験センター

〃 菊池裕介 財団法人建材試験センター





新JISマーク表示制度と建築性能

（その2）

建築に求められる性能基準を実現するために

は，発注者，設計者，施工者等にとって標準化と

情報化が大きなカギとなります。（図1）

蘆発注者，設計者は，建物を使用するユーザーの

ニーズ，社会的な動向，技術の進展に即した観点

から建物に求める性能を設定し，これを実現する

ために材料や設備の性能や品質の選定，チェック

等が求められます。性能や品質の標準化について

は，発注から建物の竣工まで，その後の不具合や

クレーム等の情報をフィードバックして，性能基

準，製品規格，試験・評価・規格等の改善や新し

い規格基準の作成をうながすことも必要となりま

すが，新JIS制度により民間の第三者機関による

特定標準化機関（CSB）や製品認証機関の発足で，

発注者，設計者，施工者等にとっては，これまで

とは違ったアプローチの可能性が出てきました。

発注者には，建築性能やコスト等の目標をきちん

と説明する責任と共に，設計者，施工業者の選定

に当たっては透明性を確保し，コスト縮減も求め

られています。

蘆設計者には，要求された性能水準に基づく設計

を行うために，ユーザーニーズの把握，社会的技

術的動向を踏まえた性能や品質の造り込みが求め

られています。また，設計図書への性能の記載，

選定された材料・製品が建築性能を満足すること

を説明する責任が求められます。性能要求を満た

すために複数メーカの多種多様な材料・製品の中

から品質や性能と同時に価格も比較検討をしなけ

ればなりません。さらに，建築性能の要求に対応

するために材料・製品等を組み合わせた部材や建

築空間の性能を確認するための検証が必要となる

こともあります。

〈情報プラットホームの必要性〉

メーカーが，材料・製品の個別の品質・性能の

情報を提供したり，設計者が求める材料，製品の

性能等を検索できる共通の情報プラットホームの

形成が期待されます。
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図１　建築性能を実現する標準化、情報化



蘆この情報プラットホームを通して，メーカーは

設計者が求める材料・製品はどのようなものなの

か，また設計者はメーカーや材料・製品を幅広く

比較・検討して容易に選択することが可能となり

ます。また，第三者機関が材料・製品の品質，部

材性能を客観的な立場で評価，認証した情報を，

このプラットホームで公表することにより，発注

者・設計者は安心して，要求された建築性能を満

足するために，材料，製品を選択することが出来

ます。このように，設計者・メーカーの提案・要

望，検査における現場での各種の課題などの情報

を相互に共有することができれば，この情報を活

用した材料・製品の開発，規格類の作成・改正を

市場のニーズに合わせて一層速やかに対応するこ

とが期待できます。

蘆これまで，現場や市場でのニーズ，潜在化した

クレームを有効に活用できないこともありました

が，建築に関わる情報収集と分析，規格・基準の

改正・制定，製品認証等の標準化活動が，将来オ

ープンな情報プラットホーム上で出来るようにな

れば，関係する組織，技術者等の相互協力が一層

促進されると期待されます。

〈認証製品の情報利用〉

10月から開始した新JISマーク表示制度の製品

認証は，国際標準やJISに基づき製品認証を実施

し，認証された製品についての情報を公開するこ

とになっています。また，認証手順等に関連する

情報も提供することにより全ての関係者が知りた

い情報をいつでもアクセスすることも可能となり

ます。

蘆認証製品の情報については，材料・製品のユー

ザーの立場からの検索し易い情報システムの確立

が望まれており，発注者，設計者，施工者，消費

者等のそれぞれの立場からの意見を取り入れたシ

ステムの構築，改善も今後の課題です。（図2）

〈CALS/ECの動向との関連〉

建設業界では建設業務の各段階での情報の透明

化と合理化，効率化を図るなど，旧来の業界慣行

の改革が必要とされています。

蘆国土交通省が推進しているCALS/EC（公共事

業支援統合情報システム）は，「従来は紙で交換

されていたさまざまな情報を電子化するととも

に，インターネットを活用して公共事業に関連す

る多くのデータベースを連携して使える環境を創

出する取り組み」です。

蘆CALS/ECは，建設に関連する上流から下流ま

で全ての関係者が，ITを活用して情報を共有する

ことにより ，短時間でどことでも情報を交換で

き，より迅速な業務の執行が可能となることを目

指しています。 また，情報の電子化により検索

が簡易・短時間で可能となると同時に，これまで

の資料保管スペースを削減するなどの効果も期待

されています。これらにJISマーク表示の認証製

品の「認証番号」を活用することも考えられます。

このように，ITを利用して異なる組織間で相互

に情報を共有することによって，社会のニーズに

即した標準化を迅速に進めることにより，建築性

能の向上が図られていくと考えられます。

（文責：企画課）
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国土交通省は，平成17年6月1日付けで建築基準

法施行規則を改定しました。今回の改定により，

既に構造方法等の認定のための審査にあたって行

われた性能評価に係る試験の結果を用いることに

より，新たな試験の実施を要しないこととなる性

能評価を実施する場合の，性能評価の手数料が減

額されることとなりました。

試験の実施を省略した性能評価の手数料は以下

のとおりです。

・防耐火構造，防火区画，屋根防火構造，界壁遮

音構造：35万円

・防火材料，防火設備，ホルム発散建材：26万円

・木造の耐力壁の倍率：70万円

すでに認定されている仕様に対して，新たな仕

様の追加（寸法の拡大を含む）を希望される場合

は，再評価が必要となります。これまでは，試験

を伴う性能評価について，再評価する場合に実施

することとなる性能評価試験の試験体が，過去に

実施した性能評価試験の試験体と全く同じとなる

場合でも，性能評価料金は新規の場合と同じで試

験の実施も省略できませんでした。これからは，

そのような再評価の場合は，試験の実施を省略す

ることができるようになり，性能評価にかかる期

間が短縮されることになります。更に，評価料金

も減額されます。

但し，試験の実施を省略することができる性能評

価の恩恵を被ることができるのは，過去の性能評価

において，参考となる知見や試験データが少ないた

めに，申請仕様の範囲をせまくせざるを得なかった

案件について，性能評価の終了後にそうした知見や

試験データが蓄積され，各指定性能評価機関の間で

も周知の事実になった場合などに限られます。

当センターでは，新制度に対応できるようまず

は防耐火性能試験・評価業務方法書を改定し，防

火関連の試験を伴う性能評価について，試験の実

施を省略した性能評価が実施できる体制を整えま

した。以下に，当センターにおける，防耐火構造

等に関する取り扱いについて紹介します。

○試験の実施を省略できる条件

以下の２つの条件を満足しなければなりません。

・再評価する場合に実施することとなる性能評価

試験の試験体が，過去に実施した性能評価試験

の試験体と全く同じとなる場合

・再評価する場合に実施することとなる性能評価

試験の試験体が，過去に実施した性能評価試験

の試験体と全く同じとなることの判断が，他の

指定性能評価機関と同一の判断がされる場合

従って，比較のための試験または性能を確認す

るための試験の実施を必要とする場合，試験の実

施を省略した性能評価として，取り扱うことはで

きません。また，試験を省略できるかどうかの判

断についても，評価機関の間でばらつきが生じな

いようなものでなければなりません。

○試験の実施を省略する性能評価を行う機関

試験を伴う性能評価は，性能評価業務方法書に

定めた試験施設及び設備を用いて試験を実施し，

試験の実施を省略した建築基準法の性能評価について

－建築基準法の構造方法等の認定において、

新たな試験の実施を必要としない場合の取扱－

業務案内

性能評価本部 性能評定課



その結果を用いて評価を行っています。新たな試

験の実施を省略できる性能評価についても，過去

に実施した試験結果（試験体を選定した経緯など

を含む）を用いて評価を行います。従って，再評

価は，必ず過去に性能評価を実施した機関に申請

することとなります。

○試験の実施を省略する性能評価を開始

当センターでは，防耐火性能試験・評価業務方

法書の改定準備を進め，まずは防火関連の試験を

伴う性能評価について，試験の実施を省略した性

能評価が実施できる体制を整え，逐次事前相談に

応じています。事前相談は､当センターの性能評

価相談室にて行っています。

○試験の実施を省略する性能評価の申請に

必要な申請図書

以下の書類を提出して載きます。詳細について

は事前相談にてご案内します。

・過去に取得した大臣認定書及び性能評価書の鏡

の写し

・申請仕様の一覧

・追加する構造説明図及び施工図

・追加事項の適合性について，過去の性能評価の

際に実施した試験の結果を用いて評価できるこ

との説明

・試験体仕様と申請仕様の比較表（追加仕様の部

分が明確に区別できるように下線を引く）

○試験の実施を省略する性能評価の進め方

試験の実施を省略した性能評価の申請手続き

は，これまでの試験を伴う性能評価の場合と同様

に事前相談から進めることとなります。

試験の実施を省略することの可否について，他機

関と同一の判断がされなくてはならない為，指定性

能評価機関では当面の間，個別案件毎に，国土交通

省の担当官とも相談をしながら進めていきます。

なお，指定性能評価機関の間では，現在，共通

のガイドラインを作成し体制を整えつつあります。

本誌に具体の事例を挙げていませんが，個別の案

件ごとに判断を要するため，まずは当センター性

能評価本部性能評価相談室へご相談ください。

性能評価終了後の大臣認定の手続きは，従来ど

おり，性能評価書の発行近くに連絡致します。具

体には，試験を実施した性能評価の場合と全く同

じで，新規認定番号の取得となります。

（文責：性能評定課　木村麗）
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平成12年に建築基準法が改定され，今年の6月で丸5年が経過しました。この間，申請者の方への

利便の向上に努めてきました。この一環として，平成16年より性能評価相談室を開設し，事前相

談の徹底を図り，その結果として性能評価期間の短縮を実現しました。又，お客様の様々なニー

ズにお応えできるように，(独)建築研究所が保有する施設及び設備を活用した性能評価も実施し

ています。

現在，日本国内で防火関連の試験を伴う性能評価を実施している指定性能評価機関は6機関ありま

す。当センターは，これらの6機関の中で一番古くから試験等を実施してきております。当センタ

ーで性能評価を実施し大臣認定された件数は，この5年間でおよそ1500件にのぼり，試験を伴う防

火関連の全認定件数の4割程の実績になりました。

日本で一番の経験と実績を有している当センターを引き続きご愛顧下さいますよう，ご案内い

たします。

問合せ先： 性能評価本部性能評価相談室　東京都中央区日本橋茅場町2-9-8  友泉茅場町ビル7階　

TEL：03－3664－9227 FAX：03－3664－9310

E-mail：soudan@jtccm.or.jp URL：http://www.jtccm.or.jp/seino/soudan
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ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

田中享二教授の講演会を開催
中央試験所

建材試験センターニュース建材試験センターニュース

平成17年12月1日より，建築基準法施行令第112

条第14項が改正・施行され，通行の用に供する全

ての防火設備（防火区画及びたて穴区画に使われ

る防火戸及び鋼製シャッター等を含む）は，付近

を通行する人の安全確保が必要になります。

今回の改正に伴い，現行法において認定対象で

あるものは，安全措置の適合性について再認定を

受ける必要があります。

国土交通省のパブリックコメントの内容によれ

ば，通行の用に供する全ての防火設備は，人が挟

まれても重大な事故につながらない安全措置を講

じていることを確認する必要があります。また，

安全性の検証方法については，パブリックコメン

トの告示（案）で示される簡易な計算による方法

と，性能評価の際に用いる試験に基づく方法が用

意されています。

・国土交通省HP パブリックコメント

http://www.mlit.go.jp/pubcom/05/pubcomt62_.html

当センターでは，この改正に伴い，防火設備の

安全性能に関する性能評価を行うための準備を進

めております。また， お客様からの申請につい

て，円滑に対応をしていくために事前相談を実施

しております。

お問い合わせ：性能評価本部　性能評定課

TEL03－3664－9216

中央試験所では，職員研修の一環として当セン

ターの技術委員の先生に最新情報を交えて講演会

をお願いしております。

今回（10/28）は，東京工業大学の田中享二先

生に「建築部位性能の耐久性評価の考え方」とい

う演題で講演を頂きました。

先生は，サステナブルビルディングの重要な要

素である，合成高分子系の防水材料の研究，防水

層の耐候性に関する研究等を行っており，（社）

ニュース・お知らせ

防火設備に安全性規定が追加されます
－建築基準法施行令の改正－

性能評定課

防火設備の安全措置の取扱例
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建材試験センターニュース建材試験センターニュース

日本建築学会の材料施工委員会の委員長としても

建築の発展に寄与されております。

今回は，建築物の品質・性能について「誰もが

わかり易い評価」をするためには，劣化過程を考

慮した試験や評価が必要であるとの観点から，先

生のご専門である耐候性試験を中心に，例を交え

て解りやすい角度からご講演頂きました。

また，当センター職員の専門的知識を生かし，

各大学と連携して適正な試験方法を提案するな

ど，一般ユーザーにも品質･性能の評価が容易に

理解できるよう心掛けてほしい，と締めくくられ

ました。参加した職員にとって，先生の幅広い知

見に触れ 今後の業務の励みとなる貴重な講演会

となりました。

ISO 9001・ISO 14001登録事業者

ISO 9001（JIS Q 9001）

登録事業者（平成17年９月９日付）
ISO 9001（JIS Q 9001）

ISO審査本部では，下記企業（４件）の品質マネジメントシステムをISO9001（JIS Q 9001）に基づく審査の結

果，適合と認め平成17年９月９日付で登録しました。これで，累計登録件数は1,894件になりました。

RQ1891

RQ1892

RQ1893

RQ1894

2005/09/09

2005/09/09

2005/09/09

2005/09/09

2008/09/08

2008/09/08

2008/09/08

2008/09/08

ヨシコン株式会社

永山建設株式会社

渡辺辻由共同生コン
株式会社
横浜デイ・エム生コ
ン株式会社
本社及び港北工場

静岡県志太郡大井川町利
右衛門2622
<関連事業所>
本社工場、遠州工場
埼玉県さいたま市緑区松
木2-2-1
栃木県河内郡河内町中岡
本2836
神奈川県横浜市都筑区池
辺町4739

プレキャストコンクリートの
設計・開発及び製造

土木構造物の施工（“7.3　設
計・開発”を除く）
レディーミクストコンクリー
トの設計・開発及び製造
レディーミクストコンクリー
トの設計・開発及び製造

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）
ISO 9001:2000（JIS 
Q 9001:2000）

登録番号 登録日 適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

ISO審査本部では，下記企業（３件）の環境マネジメントシステムをISO14001（JIS Q 14001）に基づく審査

の結果，適合と認め平成17年９月24日付けで登録しました。これで累計登録件数は446件になりました。

ISO 14001（JIS Q 14001）

登録事業者（平成17年９月24日付）
ISO 14001（JIS Q 14001）

登録番号 登録日 適用規格 有効期限 登録事業者 住　　所 登録範囲

RE0444

RE0445

RE0446

ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004
ISO 
14001:2004／
JIS Q 
14001:2004

2008/09/23

2008/09/23

2008/09/23

松岡モータース株
式会社

白浜生コン株式会
社

株式会社環境ビル
サービス
事業本部

福岡県福岡市博多区板付1-10-35
<関連事業所>
赤坂営業所、東営業所、駅南営
業所
千葉県安房郡白浜町滝口265

徳島県徳島市名東町2-9-2
<関連事業所>
徳島市役所、徳島市民病院、消
防学校、タクト

松岡モータース株式会社における「車
検」・「点検（巡回サービスを含む）」、
「板金塗装」に係る全ての活動

白浜生コン株式会社における「レ
ディーミクストコンクリートの設計
及び製造」に係る全ての活動

株式会社環境ビルサービス　事業本
部における「ビルメンテナンス業務」
に係る全ての活動

2005/09/24

2005/09/24

2005/09/24
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ニュース・お知らせ／ISO 9001／ISO 14001／性能評価／JISマーク

建築基準法に基づく性能評価書の発行

建築基準法に基づく性能評価終了案件（平成17年９月末までの掲載申込み分）

性能評価本部では，建築基準法に基づく構造方法等の性能評価において平成17年９月１日から９月30日

までに33件の性能評価書を発行し，累計発行件数は2301件となりました。

なお，これまで性能評価を終了した案件のうち，平成17年９月末までに掲載の申込があった案件は次の

通りです。

（http://www.jtccm.or.jp/seino/anken/seinou_kensaku/seinou_kensaku.htm)

軽量セメントモルタル塗・フェノール
フォーム保温板・構造用合板表張／せっ
こうボード重裏張／木製枠組造外壁の性

ラスモルⅡ（富士
川建材工業株式会
社）

富士川建材工業株
式会社他１社

耐火建築物とす
ることを要しな
い特殊建築物の

令第115条の2の
2第1項第一号

2005/8/2604EL526

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名

ウレタン樹脂系塗装天然木単板系壁紙張
／基材（不燃材料（金属板））の性能評
価
ウレタン樹脂系塗装天然木単板・普通紙・
アルミニウムはく・普通紙張／火山性ガ
ラス質複層板の性能評価
ほう砂・ほう酸系薬剤処理／すぎ板の性
能評価
ポリエステル樹脂繊維断熱材充てん／木
繊維混入セメントけい酸カルシウム板・
構造用合板表張／せっこうボード裏張／
木製枠組造外壁の性能評価
両面ポリプロピレン系不織布・無機繊維
フェルト被覆／鉄骨はりの性能評価

和紙系紙壁紙張／基材（不燃材料（金属
板を除く））の性能評価
和紙系紙壁紙張／基材（不燃材料（金属
板を除く））の性能評価
両面塗装溶融亜鉛めっき鋼板張／ロック
ウール板の性能評価
アクリルシリコーン樹脂系塗装／ステン
レス鋼板張／両面ポリプロピレン繊維不
織布・ガラス繊維ネット入／酸化マグネ
シウム板の性能評価
硬質塩化ビニル樹脂板・フェノールフォー
ム保温板・せっこうボード・構造用合板
表張／せっこうボード裏張／木製枠組造
外壁の性能評価
塩化ビニル樹脂系壁紙張／基材（不燃材
料（金属板を除く））の性能評価

普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度18N/mm2～27N/mm2
の寒中コンクリートの品質性能評価

不燃木材　吉祥杉

イーウール

マキベエ　Ｇ１
（ニチアス株式会
社　建材事業本
部）ボルカノファ
イバー　Ｖガード
(日東紡績株式会
社）
ながはるインテリ
ア和紙
ながはる染め和紙

ＲＯＣＫＭＥＴＡ
Ｌ（ＫＩＲＩＮ）
ミラステンレス

ゼオンサイディン
グ　防火３０外張
（外張断熱Ｐ／枠
組）
GOT-１２０４

北三株式会社

北三株式会社

有限会社エヌ設計
エンジニアリング
株式会社エービー
シー商会

ニチアス株式会社
建材事業本部/日
東紡績株式会社

ながはる株式会社

ながはる株式会社

日本アーバン株式
会社
モモセ重工業株式
会社

ゼオン化成株式会
社

グローバルワンケ
イトレーディング
株式会社
株式会社ウップス
函館

不燃材料(20分)

不燃材料(20分)

不燃材料(20分)

防火構造　耐力
壁　30分

耐火構造 梁　
60分

不燃材料(20分)

不燃材料(20分)

不燃材料(20分)

不燃材料(20分)

防火構造　耐力
壁　30分

準不燃材料

指定建築材料

法第2条第九号(令
108条の2)

法第2条第九号(令
108条の2)

法第2条第九号(令
108条の2)
法第2条第八号

法第2条第七号(令
107条)

法第2条第九号(令
108条の2)
法第2条第九号(令
108条の2)
法第2条第九号(令
108条の2)
法第2条第九号(令
108条の2)

法第2条第八号

令第1条第五号

法第37条第二号

2005/8/24

2005/8/24

2005/9/16

2005/8/26

2005/8/16

2005/9/16

2005/9/16

2005/9/26

2005/9/5

2005/8/25

2005/9/16

2005/9/26

05EL039

05EL040

05EL100

05EL106

05EL111

05EL112

05EL113

05EL118

05EL119

05EL120

05EL123

05EL124
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建材試験センターニュース建材試験センターニュース

軽量セメントモルタル塗・フェノール
フォーム保温板・構造用合板表張／せっ
こうボード重裏張／木製枠組造外壁の性

ラスモルⅡ（富士
川建材工業株式会
社）

富士川建材工業株
式会社他１社

耐火建築物とす
ることを要しな
い特殊建築物の

令第115条の2の
2第1項第一号

2005/8/2604EL526

受付番号 完了日 性能評価の区分 性能評価の項目 件　名 商品名 申請者名

けい酸ソーダ充てんフロート板ガラス積
層ガラス／軽量鉄骨下地間仕切壁の性能
評価
塗装／亜鉛めっき鋼板・ウレタンフォー
ム・せっこうボード表張／軽量鉄骨下地
外壁の性能評価
ケーブル・電線管／繊維混入けい酸カル
シウム板・炭化水素系樹脂混入水酸化マ
グネシウム・水酸化アルミニウム材充て
ん／床耐火構造／貫通部分（中空床を除
く）の性能評価
両面ポリプロピレン系不織布・無機繊維
フェルト被覆／鉄骨はりの性能評価

両面ポリプロピレン系不織布・無機繊維
フェルト被覆／鋼管柱の性能評価

普通ポルトランドセメントを主な材料と
した設計基準強度39N/mm2～54N/mm2
のコンクリートの品質性能評価
鉱物系骨材混入／アクリル樹脂系塗装／
基材（不燃材料（金属板を除く））の性
能評価
ビーズ法ポリスチレンフォーム保温板充
てん／木繊維混入セメントけい酸カルシ
ウム板・けい酸カルシウム板表張/普通
合板裏張/木製軸組造外壁の性能評価
繊維混入セメント押出成形板／吹付ロッ
クウール合成被覆／鉄骨柱の性能評価
内装合成樹脂エマルション系薄付け仕上
塗材の性能評価

けい酸ソーダ入り
積層ガラス間仕切
壁
Ｄａｎサイディン
グ

キャブシールエコ

マキベエ　G２　
（ニチアス株式会
社　建材事業部）、
ボルカノファイ
バー　Vガード　
（日東紡績株式会
社）
マキベエ　Ｃ２　
（ニチアス株式会
社　建材事業本
部）、ボルカノファ
イバー　Ｖガード
（日東紡績株式会
社）

スタッコフレック
ス

モイスＰC３０

ア レ ス ト 合 成
（RW）C２－H
デューン

日本板硝子株式会
社/鐵矢工業株式
会社
旭トステム外装株
式会社

関西パテ化工株式
会社

ニチアス株式会社
建材事業本部/日
東紡績株式会社

ニチアス株式会社
建材事業本部/日
東紡績株式会社

東海興業株式会社
/株式会社高浜生
コン
コンフォート株式
会社

三菱マテリアル建
材株式会社

株式会社ノザワ

株式会社フレスコ
ジャパン

耐火構造 非耐
力壁　60分

防火構造　非耐
力壁　30分

区画貫通給排水
管等　60分

耐火構造 梁　
120分

耐火構造 柱　
120分

指定建築材料

不燃材料(20分)

防火構造　耐力
壁　30分

耐火構造 柱　
120分
令第20条の5第4
項に該当する建
築材料

法第2条第七号(令
107条)

法第2条第八号

令第129条の2の
5第1項第七号ハ

法第2条第七号(令
107条)

法第2条第七号(令
107条)

法第37条第二号

法第2条第九号(令
108条の2)

法第2条第八号

法第2条第七号(令
107条)
令第20条の5第4
項

2005/9/22

2005/9/15

2005/9/16

2005/9/20

2005/9/20

2005/8/23

2005/9/16

2005/9/27

2005/9/26

2005/9/20

05EL125

05EL134

05EL137

05EL140

05EL141

05EL143

05EL146

05EL153

05EL160

05EL163
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JISマーク表示認定工場（旧JIS法）

認定検査課では，下記工場をJISマーク表示認定工場として認定しました。これで，当センターの認定

件数は172件になりました。

JISマーク表示認定工場（平成17年９月１日９月21日付）

5TC0502

3TC0509

7TC0501

3TC0510

コンクリート用
砕石類

建築用コンクリ
ートブロック
レディーミクス
トコンクリート

レディーミクス
トコンクリート

株式会社大阪砕石工業所宝塚工場

新生工業株式会社栃木工場

株式会社えびす石材土木生コン事
業所

鈴木建材運輸株式会社

兵庫県宝塚市川面字長尾
山15-14

栃木県那須郡那須町大字
高久甲379-5
香川県木田郡庵治町3334-5

茨城県ひたちなか市足崎
1241-1

Ａ５００５
コンクリート用砕石及び砕砂
砕石
Ａ５４０６
建築用コンクリートブロック
Ａ５３０８
レディーミクストコンクリート
普通コンクリート・舗装コンクリ
ート
Ａ５３０８
レディーミクストコンクリート
普通コンクリート・舗装コンクリ
ート

認定番号 認定年月日 指定商品名 認定工場名 住　　所 認定区分

2005/9/1

2005/9/1

2005/9/21

2005/9/21



新JIS制度がスタート

経済産業省

10月1日，新JIS制度がスタートした。経済産業

省は3日，第一次の登録認証機関として建材試験

センター，日本品質保証機構，日本建築総合試験

所，日本塗料検査協会の4機関を登録，登録証を

授与した。

旧制度では国が工場等の認証を行ってきたが，

新制度では国に登録された民間機関が認証を行う

仕組みへと大転換。これにより，市場ニーズに基

づいた迅速かつ多様な認証サービスの提供が期待

されることになった。また，国が民間機関を登録

する際には，ISO/IECの定めた国際基準に基づき

判断することとなっているため，国際的に整合し

た適合性評価制度へと変革した。これに合わせ登

録認証機関も，国際的な基準に基づいて工場の品

質管理体制の審査を行う。

新制度では，認証可能なJIS製品規格がある全

ての製品について，認証を受ければJISマークを

表示することが可能となった。これにより，事業

者，消費者等からの製品認証に対する幅広い要求

に応えることができる。加えて，新制度では生産

された特定数量（ロット単位）の製品でも認証を

受けることが可能。企業側にとり新制度は，今後

ますます増加すると見込まれる海外調達や現地調

達の際に，品質管理のツールとして活用できる。

一方，消費者側にとっても，これまでJISが表示

されることがなかった様々な商品にJISマークが

表示されることが可能なことから，商品選択にあ

たっての情報が増え，利便性の向上が期待される。

2005.10.4 建設産業新聞

石綿新法の枠組み決定

政府

政府はアスベスト（石綿）健康被害問題に関す

る関係閣僚会議を首相官邸で開き，被害者救済の

ための新法の基本的枠組みを決めた。対象者の包

括的な救済をめざすことをうたった。救済財源は

石綿関連企業と国が拠出。政府内では，地方に負

担を求める案も検討されている。政府は今後，救

済財源の負担割合や対象企業，一時金の給付水準

などを詰め，来年の通常国会に法案を提出する。

建設業界では，策定した行動計画に基づいた各

種活動をすでに開始している。対応の中心は，今

後急増する解体建築物での石綿ばく露予防対策が

重点となっているが，今後は，石綿救済新法によ

る給付財源の検討結果次第によって，建設業界も

新たな対応が必要となりそうだ。

2005.9.30 建設通信新聞

企業が適合「自主宣言」

国際標準化機構

国際標準化機構（ISO）が検討している企業の

社会的責任（CSR）に関する新規絡「ISO 26000」

の素案が明らかになった。法令や規制，文化など

を尊重することや，組織内の透明性を確保するこ

となどを規格適用の要件とする。人権，雇用，環

境への配慮や，CSR報告書の信頼性を高めること

なども要件にあげたが，第三者認証は不要とし，

企業が自主的に規格適合を宣言できるようにす

る。新規格は2008年にも発効する。

CSRは企業が利益追求だけに走らず，法令を順

守して社会や環境との調和をはかりながら事業を

成功させる取り組み。ブランドを高める効果を期

待できるほか，資本調達もしやすくなるため，国

内でもCSR事業を強化する動きが強まっている。

2005.10.2 日本経済新聞
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化学物質管理で共通指針

グリーン調達調査共通化協議会

キヤノンやソニー，NECなど88社5団体で構成

するグリーン調達調査共通化協議会（JGPSSI）

は，中小企業を中心とした取引先に要請する化学

物質管理の共通指針を策定し，近く公開する。

欧州特定有害物質規制（RoHS）などの影響から，

部材に禁止物質が含有しないための管理指針を各

社とも独自に策定。サプライヤーに順守を促して

いるのが現状。共通指針である「製品含有化学物

質管理ガイドライン」は，中小企業や業種を問わ

ず化学物質管理に活用できる点を考慮。「素材メ

ーカーから完成品メーカーまで幅広く活用できる

ようにした」（関係者）という。今後，共通指針

が普及することで要求される中小企業などの負担

軽減が期待できそうだ。

2005.9.26 日刊工業新聞

廃プラ容器　燃料に

産業構造審議会

産業構造審議会の環境部会は，プラスチック容

器の廃棄物を燃料として再利用することを認める

方針を示した。

市販の弁当や薬品など幅広い商品で使われるプ

ラスチック容器は地方自治体が回収している。回

収後は業者が素材に再生したり鉄鋼メーカーが原

材料に使ったりしているが，回収量の伸びに再生

量が追いつかなくなる可能性が出てきている。こ

のため素材などとしてリサイクルできない場合に

限り，燃料として使うことを認める方針だ。回収

方法の見直しも含めて，年内をめどに報告書をま

とめる。一方で今後，素材に再生できる量を増や

すため，自治体が消費者に示す回収区分の見直し

も検討する。

2005.9.21 日本経済新聞

建物ごとに地震被害予測

パスコ，東京大学地震研究所

航空測量大手のパスコは東京大学地震研究所と

共同で，建物一棟ごとの地震災害も予測できるシ

ステムを開発した。

従来の地震被害予測システムでは，地震動など

のエネルギー量も対象範囲内で同条件と仮定して

いることが多く，建物一棟ごとの被害予測を実施

することは困難だった。新システムは東大地震研

の研究グループが開発したもの。首都直下型など

地震のタイプや震源地，被害予測をしたい建物の

住所や材質，構造を入力すれば，人的被害や物的

被害を詳しく予測できる。パスコは当面，東京23

区および静岡市を除く政令指定都市13市の三次元

都市データを提供する。また，自治体や企業だけ

でなく，個人の需要も取り込んでいく。

2005.10.1 日本経済新聞

JV制度改善へ検討

国土交通省

国土交通省は，現行のJV制度が抱える課題や問

題点を抽出するため，有識者と業界，地方公共団

体で構成する「共同企業体制度研究会」の会合を

開き，制度改善に向けた検討を始めた。

JV制度をめぐっては，JV編成による競争性の

阻害や受注機会の配分のための不適切な適用など

の問題点が，これまでも指摘されてきた。初会合

では，公共発注機関と請負者合わせて約5千件送

付しているアンケート結果を報告するほか，今後

検討すべき論点などを議論する。研究会は，5回

程度会合を開き，JV制度の運用上の課題などを整

理した上で，JV運用準則の改正も視野に入れた制

度全体の改善策について検討を進め，2005年度内

をめどに報告をまとめる。

2005.9.21 建設通信新聞　
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晩秋を迎えて，近くの銀杏並木の歩道を黄金色の落ち葉が一面
に敷き詰められるようになりました。銀杏の実を拾う人や落ち葉
を掻き集めて公園の隅で焚き火を囲む何人かの集まりも見受けら
れます。足元から徐々に寒さを感じるようになり，家路へ向かう
歩みも早くなりました。
さて，10月8日パキスタンで大地震があり，北部の山岳地帯で
大きな被害がありました。250万人とも言われる人々が，山間地
に忍び寄るセ氏10度を切る寒さに耐えながら野外で生活をしてい
ます。電気も水もない状態となり，また道路が寸断されて十分な
食糧や医薬品が届かず，国連の医療関係者の間では「コレラなど
の疫病が流行しかねない」との恐れが強まっていると伝えられて
います。
自然災害により，突然に家屋や家族を失う悲劇をアメリカのハ
リケーン，新潟中越地震，スマトラ沖津波などの報道を目の当た
りに見るたびに，現在の自分の平穏な生活が大変幸福に感じると
同時に，当センターのさまざまな事業が，社会や人々の安全な生
活を支えるために一層役立つことを願っています。 （今竹）

ご購読ご希望の方は，上記㈱工文社
までお問い合せ下さい。

新米ママの友人達と話をしたときのこと。彼女たちの間
では，子供が噛んだりなめたりしても良いようプラスチッ
クではなく，木製のおもちゃが流行だとか。それも国産よ
り欧州産（特に北欧）が人気。なんでも，欧州にはおもち
ゃの認定制度があり，形や素材の安全性が確かだからとか。
調べると，その認定制度とはCEマーク（Conforme aux
Exigences）のことでした。日本にもSTマークというおも
ちゃの安全基準はあるのですが，「欧州」というブランド
力も手伝ってか，一般の主婦がCEマークのついた製品を
選んでいる，ということにちょっと驚きました。10月より
JIS制度が変わり，より多くの製品にJISマークをつけられ
るようになりましたが，一般消費者の理解を得てこそ初め
て，その信頼性が高まると言えそうです。
さて，今月は「品質マネジメントシステム認証制度と製

品・サービスの質」と題し，日本適合性認定協会の井口様
よりご寄稿いただきました。認証制度とサービスの関係や
信頼性向上についてご執筆頂きました。 （田口）

禁無断転載

本誌10月号に次の誤りがありました。訂正してお詫び申し上げます。
・13頁 右最終行　www.jtcc.or.jp/jismark（誤）→www.jtccm.or.jp/jismark（正）
・45頁 左最終行　www.jtccm.or.up/jismark（誤）→www.jtccm.or.jp/jismark（正）
・38頁 左下から6行目 岩井幸一（誤）→ 岩井一幸（正）

訂正とお詫び






	建材試験情報2005年NO11-00-表紙-目次
	建材試験情報2005年NO11-05-巻頭言(住宅のリフォームを考える)-高井憲司
	建材試験情報2005年NO11-06-寄稿(品質マネジメント認証制度と製品・サービスの質)-井口新一
	建材試験情報2005年NO11-11-技術レポート(三次元振動台を用いた2階建て木造軸組住宅の実験的研究)-川上修
	建材試験情報2005年NO11-19-みどころ・おさえどころ(フレッシュコンクリート・単位水量迅速測定法①・高周波加熱乾燥法)-西脇清晴
	建材試験情報2005年NO11-28-WUFI(フラウンホーファー研究所と非定常熱湿気同時移動のシュミレーションプログラム・WUFI②)-田中辰明
	建材試験情報2005年NO11-31-連載(かんきょう随想 第6回)-木村建一
	建材試験情報2005年NO11-34-内部執筆(コンクリート用溶融スラグ骨材の耐久性評価の標準化調査)-天野康
	建材試験情報2005年NO11-43-たより(新JIS制度の動き⑪)
	建材試験情報2005年NO11-45-業務案内(試験の実施を省略した建築基準法性能評価について)-木村麗
	建材試験情報2005年NO11-47-建材試験センターニュース
	建材試験情報2005年NO11-52-情報ファイル
	建材試験情報2005年NO11-54-あとがき
	建材試験情報2005年NO11-99-裏表紙



